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理 事 長   増 森 　 幸 一

　皆さまには、平素より、私ども宮崎信用金庫に格

別のご愛顧、お引き立てを賜りまして誠にありがと

うございます。本年も当金庫に一層のご理解を深め

ていただくため、本ディスクロージャー誌を作成し

ましたので、ぜひご高覧いただきたいと思います。

　さて、昨年の我が国の経済を振返ってみますと、

長引くデフレからの脱却と強い日本経済の再生を目

指すアベノミクスにより、大企業を中心に大きく業

況が回復し、国内景気も底堅い動きが見られるよう

になりました。政府、日銀の調査報告では、今年に入ってからもこのような状

況が続いており、日本経済のデフレ脱却と経済再生が現実味を帯びてきた感が

あります。

　この影響は県内にも及んでおり、特に、財政出動の恩恵を受けた建設業や、

消費税増税前の駆込み需要による個人住宅建設等によって不動産業等が活況で

あったようです。しかしながら、県内経済にとって最も大きなニュースは、東

九州自動車道の「宮崎～延岡」間の開通です。陳情から半世紀、県民悲願のイ

ンフラであります。今後、県内経済の発展に大きく寄与してくれることを期待

してやみません。

　このような環境下、当金庫は、新長期3ヵ年経営計画第2次「つなぐ力」の2

年目を終えました。実績面では、預貸金ともに最終年度計画をも上回る実績と

なり、期末残高は歴代最高となりました。また、収益面も、好調な貸出金を背

景に貸出金利息収入が大きく伸びましたので、コア業務純益も昨年を大きく上

回り、最終収益も黒字を確保することができました。これも偏に地域の皆さま

のご支援の賜物と深く感謝しております。

　今年度は、本長期経営計画の最終年度となります。当金庫を取り巻く経営環

境や金融環境は依然として厳しいものがありますが、地域金融機関としての使

命がしっかりと果たせるよう、今後も気を引き締めて参ります。これからも、

従来同様、変わらぬご指導ご鞭撻を賜りますよう心からお願い申し上げます。

　平成26年7月吉日
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　平成25年度は、新長期3ヵ年経営計画第2次『つなぐ力』の中間年度に当り、次の経営方針のもとに事業の

推進を図りました。

(1) 年度事業計画を確実に達成し、収益力の強化を図る。

(2) 経営基盤強化のため、新規取引軒の増加に努める。

(3) ガバナンスの強化とコンプライアンス態勢の強化に努める。

　昨年の我が国の経済を顧みますと、「アベノミクス」を置いては語れない1年でありました。強い日本経済

を取り戻すために、政府は「大胆な金融緩和」「機動的な財政出動」「民間投資を促す成長戦略」という「3本

の矢」政策を、日銀と一体となって大胆に進めた結果、円安が一気に進み、株価も6年ぶりに16,000円台を

回復しました。その結果、大企業を中心に大きく業況の回復が見られるようになり、地方でも、史上最大規模

の補正予算の執行によって、景況判断や求人倍率に改善が見られるようになり、12月の月例経済報告では、

「デフレ」という表現が削除されました。

　アベノミクスの影響は、県内では、特に建設業関連において顕著に見られ、また、消費税増税の駆込み需

要と併せて不動産業にも追風が吹いたようです。こうした中で、先日、東九州自動車道「延岡～宮崎」間が開

通しました。陳情から半世紀と聞きます。正しく、県民の悲願とも言えるインフラでありますので、しっかり

と県経済の発展に結びつけていくこと、活用していくことが今後の課題になってくると思われます。

　このような環境下、当金庫は新長期3ヵ年計画第2次『つなぐ力』の2年目を終えましたが、業績面は概ね

順調に進捗していると評価しております。預貸金は、いずれも本長期計画の最終年度計画をも上回って、こ

の3月期では金庫史上最高の残高となりました。また、最重要課題と認識するコア業務純益も昨年を大きく

上回り、最終利益も当初の計画を上回って終えることができました。
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（本店営業部　渉外担当）

（テラー研修）

　平成25年度は、要求性預金、定期性預金ともに増加しました。要求性預金の増加要因は、売上
金のほか、年金口座の獲得も順調でありました。定期性預金は公金預金の増加によるものです。
　この結果、この3月期の預金残高は前期比4.65%、3,206百万円増加の720億円となり、
期中平均残高では前期比4.75%、3,243百万円増加の714億円となりました。
　貸出金部門では、今年も事業資金、個人向けともに順調に増加しました。事業資金において
は、30年家賃保証の収益物件や太陽光関連融資、個人向けでは1%カーライフプランやフリー
ローンが順調でありました。
　その結果、期末残高は前期比7.12%、3,194百万円増加の480億円となり、期中平均残高も
前期比10.54%、4,399百万円増加の461億円となりましたが、預金、貸出金ともに、期末残高
では歴代最高の残高であります。

　経常収益は、前期比0.28%、4百万円増加の1,577百万円でありました。その中核を占める貸
出金利息は、前期比4.18%、51百万円の増加となり、コア業務純益の押上げ要因となりました。
　経常費用は、前期比0.11%、1百万円の増加の1,424百万円でありました。役務取引等費用や
経費は若干増加しましたが、預金利息やその他業務費用が減少し、総体ではほぼ前年並みとなっ
たものであります。
　今期は特別利益の発生はなく、特別損失では固定資産処分損が発生し、0百万円の計上となり
ました。
　以上により、税引前当期純利益は、前期比8.00%、13百万円減少の153百万円となり、この結
果、当金庫の当期純利益は、法人税等調整額が若干発生しましたので、前期比5.62%、9百万円減
少の155百万円となりました。

　自己資本比率は前期比0.18P増加の8.09%となりました。要因は、当期純利益155百万円の
確保によって、自己資本が増加したことに加え、比率算定上の分母となるリスクアセットにおい
て、リスクウエイトの低い資産が増加したことなどによります。

　当金庫は、平成24年度から平成26年度迄、「地域の課題解決と持続的発展を目指して」という副題のもとに、新長期
3ヵ年経営計画第2次『つなぐ力』に取組んでおります。
　前計画「つなぐ力」においては、収益改善に向けて貸出金増強に注力する一方、経営合理化を目的に店舗統廃合を実
施しましたが、当金庫の経営基盤、収益基盤作りはまだまだ「途半ば」と認識しており、本長期計画において、正しく安定
経営への「地固め」の3年間とすべく、次の計画理念、基本戦略のもとに真摯に取組んで参ります。その結果、2年目の平
成25年度で、平成26年度計画をも上回る実績となったものであります。
（1） 計画理念

先の新長期計画「つなぐ力」を進化させ、会員・地域との連携を更に深め、地域とともに当金庫の安定した経営基
盤の確立を目指す。

（2） 計画達成の基本戦略
　①　目標達成意識を持った行動
　②　課題解決型金融の強化
　③　永続性ある経営基盤の確立
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　人事制度等の改定や研修プログラムにより、各自の

専門性の向上を支援する態勢を構築しております。

　また、業務におけるお客様からのさまざまなご相談

への対応力を強化するため、FP（ファイナンシャルプ

ランナー）の資格取得を奨励しています。平成26年3月

末現在の有資格者は97名（2級資格者16名　3級資格

者81名）です。

4 5

Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企
業
の
社
会
的
責
任
）

CSR（企業の社会的責任）



（本店営業部　渉外担当）

（テラー研修）

　平成25年度は、要求性預金、定期性預金ともに増加しました。要求性預金の増加要因は、売上
金のほか、年金口座の獲得も順調でありました。定期性預金は公金預金の増加によるものです。
　この結果、この3月期の預金残高は前期比4.65%、3,206百万円増加の720億円となり、
期中平均残高では前期比4.75%、3,243百万円増加の714億円となりました。
　貸出金部門では、今年も事業資金、個人向けともに順調に増加しました。事業資金において
は、30年家賃保証の収益物件や太陽光関連融資、個人向けでは1%カーライフプランやフリー
ローンが順調でありました。
　その結果、期末残高は前期比7.12%、3,194百万円増加の480億円となり、期中平均残高も
前期比10.54%、4,399百万円増加の461億円となりましたが、預金、貸出金ともに、期末残高
では歴代最高の残高であります。

　経常収益は、前期比0.28%、4百万円増加の1,577百万円でありました。その中核を占める貸
出金利息は、前期比4.18%、51百万円の増加となり、コア業務純益の押上げ要因となりました。
　経常費用は、前期比0.11%、1百万円の増加の1,424百万円でありました。役務取引等費用や
経費は若干増加しましたが、預金利息やその他業務費用が減少し、総体ではほぼ前年並みとなっ
たものであります。
　今期は特別利益の発生はなく、特別損失では固定資産処分損が発生し、0百万円の計上となり
ました。
　以上により、税引前当期純利益は、前期比8.00%、13百万円減少の153百万円となり、この結
果、当金庫の当期純利益は、法人税等調整額が若干発生しましたので、前期比5.62%、9百万円減
少の155百万円となりました。

　自己資本比率は前期比0.18P増加の8.09%となりました。要因は、当期純利益155百万円の
確保によって、自己資本が増加したことに加え、比率算定上の分母となるリスクアセットにおい
て、リスクウエイトの低い資産が増加したことなどによります。

　当金庫は、平成24年度から平成26年度迄、「地域の課題解決と持続的発展を目指して」という副題のもとに、新長期
3ヵ年経営計画第2次『つなぐ力』に取組んでおります。
　前計画「つなぐ力」においては、収益改善に向けて貸出金増強に注力する一方、経営合理化を目的に店舗統廃合を実
施しましたが、当金庫の経営基盤、収益基盤作りはまだまだ「途半ば」と認識しており、本長期計画において、正しく安定
経営への「地固め」の3年間とすべく、次の計画理念、基本戦略のもとに真摯に取組んで参ります。その結果、2年目の平
成25年度で、平成26年度計画をも上回る実績となったものであります。
（1） 計画理念

先の新長期計画「つなぐ力」を進化させ、会員・地域との連携を更に深め、地域とともに当金庫の安定した経営基
盤の確立を目指す。

（2） 計画達成の基本戦略
　①　目標達成意識を持った行動
　②　課題解決型金融の強化
　③　永続性ある経営基盤の確立

2 0 1 4 2 0 1 4

　人事制度等の改定や研修プログラムにより、各自の

専門性の向上を支援する態勢を構築しております。

　また、業務におけるお客様からのさまざまなご相談

への対応力を強化するため、FP（ファイナンシャルプ

ランナー）の資格取得を奨励しています。平成26年3月

末現在の有資格者は97名（2級資格者16名　3級資格

者81名）です。

4 5

Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企
業
の
社
会
的
責
任
）

CSR（企業の社会的責任）



総代の氏名　（平成26年7月1日現在　総代60名）

第1区　32名

①総代の任期は3年です。
②総代の定年は77歳です。但し、任期内に77歳に達した場合は、その任期満了日までとなります。
③総代の定数は、50人以上80人以内で、選任区域ごとに定められております。
　なお、平成26年3月31日現在の総代数は60名、会員数は12,160人です。
④選任区域と会員数は、次のとおりです。（平成26年3月31日現在）
　・ 第1区　本店営業部（本部含む）、大淀支店、大塚支店、赤江支店、清武支店、以上の営業区域（会員数:6,579人）
　・ 第2区　西都支店、神宮支店、吉村支店、和知川原支店、池内支店、生目支店、以上の営業区域（会員数:5,581人）

　第97期通常総代会において次の事項が付議され、それぞれ承認されました。

　《報告事項》
　１．第97期(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで)業務報告、貸借対照表及び損益計算書の内容報告の件

　《決議事項》
　第1号議案　剰余金処分案承認の件
　第2号議案　会員の法定脱退(除名)承認の件

第97期　通常総代会の決議事項

2 0 1 4 2 0 1 4

秋　山　光　男　　石　川　　　勝　　梅　田　條　尾　　緒　方　克　則　　岡　林　良　一　　小田原　義　征　　片　地　昭　次
鎌　倉　史　朗　　河　野　幸　雄　　清　山　　　宏　　黒　木　正　善　　崎　田　勝　夫　　塩　川　聖　一　　菅　原　　　勉
関　谷　延　行　　田　岡　正　和　　田　上　正　勝　　外　山　政　明　　中　川　靖　浩　　中　武　　　清　　長　友　　　工
那　須　　　晃　　服　部　国　夫　　濱　田　　　勉　　松　下　　　優　　横　山　邦　夫　　横　山　満　夫　　吉　田　樹　茂

第2区　28名

有　田　恒　雄　　石　山　和　美　　市　原　章　一　　井手脇　万　詔　　井　上　岩　男　　井ノ久保　敬一　　岩　切　宏　海
大　西　利　孝　　岡　﨑　勝　信　　児　玉　　　収　　後　藤　幸　宏　　佐　藤　嘉　信　　宗　　　久　美　　曽　我　　　保
徳　地　信　一　　長　﨑　伸　治　　長　友　清　孝　　長　友　　　茂　　奈　良　博　志　　原　田　俊　幸　　樋　脇　　　勉
比江島　　　清　　日　高　久　夫　　福　留　東海男　　福　田　　　保　　松　田　浩　一　　米　良　　　毅　　毛　利　安　伸
湯　浅　晃　生　　横　田　忠　士　　横　山　信　廣　　吉　浦　清　多
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平成26年7月1日現在

8 億 5 2 百 万 円

1 0 9 人

平成26年3月31日現在

2 0 1 4 2 0 1 4

理 事 長

常 務 理 事

常 勤 理 事

常 勤 理 事

常 勤 監 事

非 常 勤 理 事

非 常 勤 理 事

非 常 勤 理 事

非 常 勤 理 事

非 常 勤 監 事

非 常 勤 監 事

増　森　幸　一

岡　田　大　吉

外　山　政　澄

落　合　真　一

小 田 原 　 耕 一

稲　垣　政　之

武 本 　 強

日　髙　大　仲

田　代　敏　徳

二　見　和　雄

奈　良　榮　郎

平成26年7月1日現在
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2 0 1 4

カジュアルデー実施（毎月第2木曜）

クールビズ開始(10月末まで）

「信用金庫の日」献血

第96期通常総代会

宮崎信用金庫創立記念日

県内信用金庫野球大会（高鍋町）

えれこっちゃみやざき市民総踊り参加

定期預金セレクト抽選会

県内信金バレーボール大会

みやしん虹の会門司港レトロの旅

しんきんチャリティーウォーク

（こどものくに）

みやしん経営塾第4期目

平成25年

4月11日

6月 3 日

6月14日

6月25日

6月26日

7月20日

7月27日

9月10日

9月28日

10月21日

11月 3 日

平成26年

6月13日

平 成2 2 年 　3 月

平 成2 3 年 　2 月

 2 月

平 成2 4 年 　7 月

平 成2 5 年 　2 月

平 成2 5 年 　6 月

平 成2 6 年 　6 月

「みやしん経営塾」第２期目開講

江平支店・浮城支店廃止

吉村支店新築移転

「みやしん経営塾」第３期目開講

「でんさいネット」開始

増森幸一、理事長就任

「みやしん経営塾」第４期目開講

2 0 1 4

生目支店

大淀支店

清武支店 赤江支店

和知川原支店

国債等の取扱い業務開始

しんきん携帯電子マネーチャージサービス取扱い開始

外貨両替取扱い店

10 11
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組みの状況

　当庫は、地域の健全な事業を営む事業者及び個人に対して必要な資金を円滑に供給していくこと、並びに地域の事業者の経営相談･経営改善
に関するきめ細かな支援に取組むことは、当庫の最も重要な役割の一つであると認識し、適切なリスク管理体制の下、金融仲介機能を積極的
に発揮していくことを目的としております。

中小企業の経営支援に関する取組み方針

中小企業の経営支援に関する取組み状況

　当金庫は、地域経済活性化という観点から、できるだけ多くの事業
主、企業経営者の方に生きた経営情報を提供することを心掛け、現
在、次のような情報誌をお届けしています。

◇ しんきん経営情報
◇ しんきん中小企業景況レポート
◇ 楽しいわが家

情報提供活動

　お客様からお預け入れいただいた預金積金につきましては、お客様
の様々な資金ニーズに応え、地域社会の活性化に資するために、円滑
な資金供給を行う形で、お客様や地域社会に還元しております。その
資金は、宮崎市、西都市及びその周辺に所在する中小企業に対し、設
備資金204億円、運転資金55億円を融資しております。また、個人の
お客様に対しましては、住宅ローンに67億円、消費者ローンに48億円
を融資しております。
　なお、平成25年度の総融資件数は2,997件、金額は145億6,866万
円になりました。

　また、当金庫の事業区域における制度融資（26年3月末）の状況は、
以下のとおりです。
 ◇宮崎県制度融資 286件 879百万円
 ◇宮崎市制度融資 131件 297百万円
 ◇西都市制度融資 22件 41百万円 
　その他、地域の皆さまの資金ニーズに迅速にお応えするため、「カーラ
イフプラン」「教育ローン」など、お使いみちに応じ、各種ローン商品を取
揃えております。詳しくは、本ディスクロージャー誌23頁をご覧下さい。

貸出金（運用）に関する事項　〈地域への資金提供の状況〉

みやしん経営塾

　昨年の我が国の経済は、長引くデフレからの脱却と経済再生を目指
したアベノミクスによって、大企業を中心に業況が改善され、地方でも
大型補正予算によって建設業や不動産業等が活況となり、ようやく国
内景気にも明るさが出てきました。
　このような環境下、当金庫の決算は、好調な貸出金に支えられ、貸

出金利息収入が対前年比50百万円増となったため、コア業務純益も
順調に増加し、最終収益155百万円の決算となりました。この結果、
自己資本比率は同0.18P増の8.09%となり、また、不良債権比率は
同0.45P改善の5.00%となりました。

　地域のお客様からお預かりした大切な預金積金は、前記のように、
できる限り地域の皆さまの資金ニーズにお応えすべく、様々な融資商
品・事業資金等の貸出を中心に運用しておりますが、残りの資金は有

価証券や預け金などで堅実に運用を行っております。当金庫は安全
性第一を基本方針とし、国債、地方債、政府保証債などの債券を中心
に運用しております。

顧客ネットワーク化の取組み

　当金庫におきましては、顧客ネットワーク化として「虹の会（年
金友の会）」があります。

みやしん「虹の会」

開始年度

平成8年

会員数

77名

顧客ネットワーク化の取組み

　当金庫では、地域のお客様の着実な資産作りのお手伝いをさせていただくため、新商品の開発やサービスの一層の充実に向けて努力しております。
当金庫の特徴的な商品として、年金受給者の方の普通預金、定期預金の金利を優遇する「プラス預金」の提供を行っております。
　なお、この他に当金庫で取扱っている商品については、本ディスク口ージャー誌22頁をご覧下さい。

預金積金に関する事項　〈地域からの資金調達の状況〉

宮崎信用金庫と地域社会  ～地域の豊かな未来作りへの挑戦～

当金庫の地域経済活性化への取組みについて

　当金庫は、宮崎市、西都市を事業区域として、地元の中小企業者や住民が会員となって、お互いに助け合い、お互いに発展していくことを
共通の理念として運営されている相互扶助型の金融機関です。
　地元のお客様からお預かりした大切な資金（預金積金）は、地元で資金を必要とするお客様に融資を行って、事業や生活の繁栄のお手伝い
をするとともに、地域社会の一員として地元の中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に努めており
ます。また、金融機能の提供にとどまらず、文化、環境、教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取組んでおります。

　当金庫は、業績低迷に腐心されているお客様に対して、親身になって次のような相談をお受けしております。
　・ 業績、財務内容についての分析
　・ 業績不振打開のための改善策のご提案　
　・ 経営改善計画書へのアドバイス　等
　同支援業務は、本部融資部内に経営支援課を設置し、お取引先
企業と営業店が三位一体となって真摯に取組んでいます。

経営改善支援先への支援

経営改善取組先数

ランクアップ先

平成24年度

15

0

平成25年度

12

0

中小企業の経営支援に関する態勢整備
・経営戦略アドバイザリー事業に関するパートナー協定 平成24年 5月
・中小企業支援ネットワーク強化事業への参加 平成24年 7月
・経営革新等支援機関として認定 平成24年12月

・独立行政法人中小基盤整備機構九州本部との
　「業務連携に係る覚書」の締結 平成25年11月
・日本政策金融公庫宮崎支店と創業分野での連携 平成25年11月

［48,051百万円］
預貸率 （66.69％）

［72,049百万円］

会員数12,160人  
［852百万円］

余資運用残高［26,769百万円］
（下記参照）

中小企業の経営支援に関する
取組み状況

文化的・社会的貢献に関する事項
　①文化活動
　　1.「虹の会旅行」 （10月）
　②福祉活動
　　1.献血活動 （6月）
　③地域行事への参加
　　1.江平子安観音まつり （7月）
　　2.えれこっちゃみやざき
　　　市民総踊り （7月）
　　3.西都夏祭り （7月）

④寄　　付
　宮崎国際音楽祭 （5月） 
　日本赤十字社 （6月） 
　宮崎八幡宮夏越祭 （7月） 
　小戸神社　夏祭り （7月）
　まつり大淀21 （7月） 
　楠並樹まちの夏まつり （7月） 
　まつりえれこっちゃみやざき （7月） 
　第65回みやざき納涼花火大会 （8月）
　戦没者追悼式典 （8月）
　

ピンクリボン活動みやざき （8月）  
リレー・フォー・ライフ・ジャパン　みやざき・綾 (9月）
第65回宮日総合美術展 (9月）
宮崎神宮大祭 (10月） 
宮崎大学創立330記念 （10月）
宮崎市中部地区戦没者慰霊祭 （11月）
宮崎産業経営大学　全日本大学サッカー選手権大会（12月） 
MSG大原カレッジリーグ大樹祭 （12月）
建国記念の日奉祝宮崎式典 （2月）

　みやしん経営塾は、当金庫取引先の経営者、後継者のリーダーシップやマネジメント能力の啓発等に対する情報の提供のほか、会員相互の情
報交換、異業種交流を目的としたセミナーを年4回程度開催しています。
第3期 第5回 平成25年 9月 講義内容 「今、経営者に求められる会計力とは」
 第6回 平成25年 12月 講義内容 「環境変化に挑む中小企業の経営事例」
 第7回 平成26年 3月 講義内容 「相続に情熱を」
第4期 第1回 平成26年 6月 講義内容 「日本政策金融公庫を活用しよう」、「事業経営に係る制度融資等利用について」

（地域への資金提供の状況）

今期決算に関する状況

その他運用に関する状況
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組みの状況

　当庫は、地域の健全な事業を営む事業者及び個人に対して必要な資金を円滑に供給していくこと、並びに地域の事業者の経営相談･経営改善
に関するきめ細かな支援に取組むことは、当庫の最も重要な役割の一つであると認識し、適切なリスク管理体制の下、金融仲介機能を積極的
に発揮していくことを目的としております。

中小企業の経営支援に関する取組み方針

中小企業の経営支援に関する取組み状況

　当金庫は、地域経済活性化という観点から、できるだけ多くの事業
主、企業経営者の方に生きた経営情報を提供することを心掛け、現
在、次のような情報誌をお届けしています。

◇ しんきん経営情報
◇ しんきん中小企業景況レポート
◇ 楽しいわが家

情報提供活動

　お客様からお預け入れいただいた預金積金につきましては、お客様
の様々な資金ニーズに応え、地域社会の活性化に資するために、円滑
な資金供給を行う形で、お客様や地域社会に還元しております。その
資金は、宮崎市、西都市及びその周辺に所在する中小企業に対し、設
備資金204億円、運転資金55億円を融資しております。また、個人の
お客様に対しましては、住宅ローンに67億円、消費者ローンに48億円
を融資しております。
　なお、平成25年度の総融資件数は2,997件、金額は145億6,866万
円になりました。

　また、当金庫の事業区域における制度融資（26年3月末）の状況は、
以下のとおりです。
 ◇宮崎県制度融資 286件 879百万円
 ◇宮崎市制度融資 131件 297百万円
 ◇西都市制度融資 22件 41百万円 
　その他、地域の皆さまの資金ニーズに迅速にお応えするため、「カーラ
イフプラン」「教育ローン」など、お使いみちに応じ、各種ローン商品を取
揃えております。詳しくは、本ディスクロージャー誌23頁をご覧下さい。

貸出金（運用）に関する事項　〈地域への資金提供の状況〉

みやしん経営塾

　昨年の我が国の経済は、長引くデフレからの脱却と経済再生を目指
したアベノミクスによって、大企業を中心に業況が改善され、地方でも
大型補正予算によって建設業や不動産業等が活況となり、ようやく国
内景気にも明るさが出てきました。
　このような環境下、当金庫の決算は、好調な貸出金に支えられ、貸

出金利息収入が対前年比50百万円増となったため、コア業務純益も
順調に増加し、最終収益155百万円の決算となりました。この結果、
自己資本比率は同0.18P増の8.09%となり、また、不良債権比率は
同0.45P改善の5.00%となりました。

　地域のお客様からお預かりした大切な預金積金は、前記のように、
できる限り地域の皆さまの資金ニーズにお応えすべく、様々な融資商
品・事業資金等の貸出を中心に運用しておりますが、残りの資金は有

価証券や預け金などで堅実に運用を行っております。当金庫は安全
性第一を基本方針とし、国債、地方債、政府保証債などの債券を中心
に運用しております。

顧客ネットワーク化の取組み

　当金庫におきましては、顧客ネットワーク化として「虹の会（年
金友の会）」があります。

みやしん「虹の会」

開始年度

平成8年

会員数

77名

顧客ネットワーク化の取組み

　当金庫では、地域のお客様の着実な資産作りのお手伝いをさせていただくため、新商品の開発やサービスの一層の充実に向けて努力しております。
当金庫の特徴的な商品として、年金受給者の方の普通預金、定期預金の金利を優遇する「プラス預金」の提供を行っております。
　なお、この他に当金庫で取扱っている商品については、本ディスク口ージャー誌22頁をご覧下さい。

預金積金に関する事項　〈地域からの資金調達の状況〉

宮崎信用金庫と地域社会  ～地域の豊かな未来作りへの挑戦～

当金庫の地域経済活性化への取組みについて

　当金庫は、宮崎市、西都市を事業区域として、地元の中小企業者や住民が会員となって、お互いに助け合い、お互いに発展していくことを
共通の理念として運営されている相互扶助型の金融機関です。
　地元のお客様からお預かりした大切な資金（預金積金）は、地元で資金を必要とするお客様に融資を行って、事業や生活の繁栄のお手伝い
をするとともに、地域社会の一員として地元の中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に努めており
ます。また、金融機能の提供にとどまらず、文化、環境、教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取組んでおります。

　当金庫は、業績低迷に腐心されているお客様に対して、親身になって次のような相談をお受けしております。
　・ 業績、財務内容についての分析
　・ 業績不振打開のための改善策のご提案　
　・ 経営改善計画書へのアドバイス　等
　同支援業務は、本部融資部内に経営支援課を設置し、お取引先
企業と営業店が三位一体となって真摯に取組んでいます。

経営改善支援先への支援

経営改善取組先数

ランクアップ先

平成24年度

15

0

平成25年度

12

0

中小企業の経営支援に関する態勢整備
・経営戦略アドバイザリー事業に関するパートナー協定 平成24年 5月
・中小企業支援ネットワーク強化事業への参加 平成24年 7月
・経営革新等支援機関として認定 平成24年12月

・独立行政法人中小基盤整備機構九州本部との
　「業務連携に係る覚書」の締結 平成25年11月
・日本政策金融公庫宮崎支店と創業分野での連携 平成25年11月

［48,051百万円］
預貸率 （66.69％）

［72,049百万円］

会員数12,160人  
［852百万円］

余資運用残高［26,769百万円］
（下記参照）

中小企業の経営支援に関する
取組み状況

文化的・社会的貢献に関する事項
　①文化活動
　　1.「虹の会旅行」 （10月）
　②福祉活動
　　1.献血活動 （6月）
　③地域行事への参加
　　1.江平子安観音まつり （7月）
　　2.えれこっちゃみやざき
　　　市民総踊り （7月）
　　3.西都夏祭り （7月）

④寄　　付
　宮崎国際音楽祭 （5月） 
　日本赤十字社 （6月） 
　宮崎八幡宮夏越祭 （7月） 
　小戸神社　夏祭り （7月）
　まつり大淀21 （7月） 
　楠並樹まちの夏まつり （7月） 
　まつりえれこっちゃみやざき （7月） 
　第65回みやざき納涼花火大会 （8月）
　戦没者追悼式典 （8月）
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交通安全運動

虹の会［年金受給者］旅行

西都夏祭り
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金融ADR制度への対応
［苦情処理措置］
　当金庫は、お客さまからの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応するため業務運営体制・内部規則を整備し、そ
の内容をホームページで公表しています。
　苦情は、当金庫営業日（9時～17時）に営業店（電話番号は11ページ参照）または監査部コンプライアンス課
（電話：0985－23－6866）にお申し出ください。
［紛争解決措置］
　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記監査部コンプライアンス課または全国しんきん相談所（9時～
17時、電話：03－3517－5825）にお申し出があれば、東京弁護士会（電話：03－3581－0031）、第一東京弁護士会
（電話：03－3595－8588）、第二東京弁護士会（電話：03－3581－2249）、熊本県弁護士会（電話：096－325－
0913）、鹿児島県弁護士会（電話：099－226－3765）の仲裁センター等にお取次ぎいたします。また、お客さまから
各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。
なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都、熊本県、鹿児島県以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。
その際には、お客さまのアクセスに便利な東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京以外の弁護
士会において東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移
す方法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ前記「東京弁護士会、第一東京弁護
士会、第二東京弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫監査部コンプライアンス課」にお尋ねください。

2 0 1 4 2 0 1 4

①日頃からの適切な事務処理の履行とお客様との意思
疎通の充実を通じてトラブルの未然防止を図ります。

⑤お客様からの意見・要望等を金庫内で共有化し、貴
重な経営資源として、地域とのコミュニケーション
充実化に繋げます。

16 17
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（赤江支店）（清武支店）
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リスク管理の体制

わたっております。

　外国為替は信金中央金庫を取次として外国送金等を行っ
ております。
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　当金庫では、地域の事業者の皆さまや個人のお客様にお役立ていただけるよう、商業手形割引・手形貸付・証書貸付・当座貸越といった一般融資
とともに、県または市の各種制度融資や、信金中央金庫・各種公庫及び事業団の代理貸付などを積極的に取扱い、お客様の幅広い資金ニーズにお
応えできるよう心がけております。

みやしんフリーローン
「お手軽くん」

個人ローン

 300万円以内 7年以内

 500万円以内 10年以内

多目的な資金ニーズにお応えするためのローンで、従来のフリー
ローンの保証力をさらにアップさせました。

多目的な資金ニーズにお応えするためのローンです。手続きも簡単で
スピーディーです。

教育資金専用のローンで、在学期間中は利息のみ支払う当座貸越方
式と10年返済の証書貸付型のセット商品です。

1千万円以内

最長14年7ヶ月
（医・歯 16年7ヶ月）

消費者ローンの借換え・一本化などお使い途は自由です(但し、事業
資金は除きます)。

新型教育ローン

多目的ローン「悠悠」

500万円以内 10年以内

20年以内

マイカーの購入・免許取得・修理、バイク購入資金等にご利用いただ
けます。カーライフプラン 

6千万円以内
35年

※商品により若干 
の制約があります。

4種の商品を取揃えて、今まで以上にお客様のニーズに適う住宅ロー
ンのご提供を実現しました。

住宅ローン
「ニューワイド」

8千万円以内 35年以内宅地・建物のご購入、新築、増改築、マンション購入などの住宅プランを
お手伝いするローンです。

住宅ローン
「やすらぎ」

300万円以内 10年以内
自宅に設置する住宅用太陽光発電システムの購入及び設置工事費用
としてご利用いただけます。

みやしん
「太陽光専用ローン」

１千万円以内 15年以内
住宅の増改築、バリアフリー工事、エコキュート、太陽光発電システム
の購入等、リフォームに関する資金全般にご利用いだけます。

みやしん
「リフォームローン」

100万～2億円 最長30年以内
不動産の有効活用をご検討中のお客様に、賃貸アパート・マンション等
の建築(増改築)資金または借換え資金としてご利用いただけます。アパートローン

3年毎の
自動更新

3年毎の
自動更新

3年毎の
自動更新

2年毎の
自動更新

3年毎の
自動更新

300万円以内
極度額の範囲内で、何度でも繰り返しご利用いただける当座貸越形
式の大型カードローンです。

50万円以内
ＯＬや主婦（専業主婦の方もお申込み対象となります）の方に、おサイ
フがわりにお使いいただける商品です。

50万円以内
当座貸越形式で、何度でも繰り返しご利用いただける小型のカード
ローンです。

50万～200万円
極度額の範囲内で繰り返しご利用いただけるほか、消費者金融系を
含めた債務の一本化にも対応します。

50万～500万円
パート･アルバイト・専業主婦の方も対象とした、小口カードローンで
す。スピーディな即日回答で、新規のお客様に最適な商品です。

「ジャスト」

運転資金5年以内
設備資金10年以内3,000万円以内

条件を満たす法人及び個人事業主の方を対象に事業に必要な運
転資金・設備資金としてご利用いただけます。

ビジネス
サポートプラン

運転資金5年以内
設備資金7年以内500万円以内

宮崎市・西都市三財の各商工会の方を対象に、事業に必要な運転
資金、設備資金としてご利用いただけます。

商工会提携
ローン

運転資金5年以内
設備資金7年以内

100万～
1,000万円以内

宮崎商工会議所・西都商工会議所の会員確認書の発行を受けた会員企業の方
を対象に事業に必要な運転資金及び事業資金としてご利用いただけます。

メンバーズ
ビジネスローン

 レディスカード
「ポシェット」

 ミニカード

 助っ人君

きゃっする500

300万円以内

種     類 特     徴 融資金額 貸出期間

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

事
業
者
向
け

住
宅
ロ
ー
ン

みやしん
みんなのフリーローン300

300万円以内 7年以内
多目的な資金ニーズにお応えするためのローンで、事業資金にもご
利用いただけます。

3年毎の
自動更新100万円以内

極度額の範囲内で、何度でも繰り返しご利用いただける当座貸越形
式のカードローンです。「エース」

22 23



2 0 1 4 2 0 1 4
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「太陽光専用ローン」

１千万円以内 15年以内
住宅の増改築、バリアフリー工事、エコキュート、太陽光発電システム
の購入等、リフォームに関する資金全般にご利用いだけます。

みやしん
「リフォームローン」

100万～2億円 最長30年以内
不動産の有効活用をご検討中のお客様に、賃貸アパート・マンション等
の建築(増改築)資金または借換え資金としてご利用いただけます。アパートローン

3年毎の
自動更新

3年毎の
自動更新

3年毎の
自動更新

2年毎の
自動更新

3年毎の
自動更新

300万円以内
極度額の範囲内で、何度でも繰り返しご利用いただける当座貸越形
式の大型カードローンです。

50万円以内
ＯＬや主婦（専業主婦の方もお申込み対象となります）の方に、おサイ
フがわりにお使いいただける商品です。

50万円以内
当座貸越形式で、何度でも繰り返しご利用いただける小型のカード
ローンです。

50万～200万円
極度額の範囲内で繰り返しご利用いただけるほか、消費者金融系を
含めた債務の一本化にも対応します。

50万～500万円
パート･アルバイト・専業主婦の方も対象とした、小口カードローンで
す。スピーディな即日回答で、新規のお客様に最適な商品です。

「ジャスト」

運転資金5年以内
設備資金10年以内3,000万円以内

条件を満たす法人及び個人事業主の方を対象に事業に必要な運
転資金・設備資金としてご利用いただけます。

ビジネス
サポートプラン

運転資金5年以内
設備資金7年以内500万円以内

宮崎市・西都市三財の各商工会の方を対象に、事業に必要な運転
資金、設備資金としてご利用いただけます。

商工会提携
ローン

運転資金5年以内
設備資金7年以内

100万～
1,000万円以内

宮崎商工会議所・西都商工会議所の会員確認書の発行を受けた会員企業の方
を対象に事業に必要な運転資金及び事業資金としてご利用いただけます。

メンバーズ
ビジネスローン

 レディスカード
「ポシェット」

 ミニカード

 助っ人君

きゃっする500

300万円以内

種     類 特     徴 融資金額 貸出期間

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

事
業
者
向
け

住
宅
ロ
ー
ン

みやしん
みんなのフリーローン300

300万円以内 7年以内
多目的な資金ニーズにお応えするためのローンで、事業資金にもご
利用いただけます。

3年毎の
自動更新100万円以内

極度額の範囲内で、何度でも繰り返しご利用いただける当座貸越形
式のカードローンです。「エース」
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2 0 1 4 2 0 1 4

種　　　別 金　　　額

　　電信扱

　　文書扱

　　現　金

　　カード

Ｈ・Ｂ

サービス

インターネット

サービス

テレフォン

サービス

ＦＡＸ

サービス

定額自動

サービス

送　　金

種　　別
会員総合振込

他　行　庫　宛 県内
信金宛

当金庫
本支店宛

当金庫
同一店内

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

電信扱

普通扱

６４８

８６４

６４８

８６４

４８６

７０２

３２４

５４０

３２４

５４０

３２４

５４０

４３２

６４８

３２４

５４０

４３２

６４８

８６４

６４８

５４０

７５６

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

４８６

６４８

４８６

６４８

３２４

４８６

２７０

３７８

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

５４０

４３２

２７０

４８６

２７０

４８６

１６２

３７８

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

３７８

３７８

１０８

３２４

－

－

５４

２７０

５４

１０８

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

－

－

窓
口
利
用

Ａ
Ｔ
Ｍ
利
用

　　　　　　種　　　　別

　　宮崎手形交換所内

　　宮崎手形交換所外（個別取立）

　　　　　　〃　　　（集中取立）

　　振込・送金　　　　　   １件につき

　　
発送済代手　　

　　  同一交換所内

　　　　　　　　　　　  同一交換所外

　　
不渡手形

　　　　　  同一交換所内

　　　　　　　　　　　  同一交換所外

　　　　取立手形店頭呈示料

  その他特殊手数料　　　   １件につき

署名鑑届け

小切手帳（署名鑑）

小切手帳

約束手形用紙（署名鑑）

約束手形用紙

約束手形用紙

専用口座開設手数料

専用約束手形用紙

家賃振込帳

旅行小切手の両替手数料

自己宛小切手
（顧客依頼によるもの）
キャッシュ・カード再発行
（各種ローンカード含む）

通帳・証書再発行

出資証券再発行

各種証明書
 

取引履歴検索システム（明細書）

種　　　別 金　　　額

５０枚綴り

５０枚綴り

５０枚綴り

５０枚綴り

１枚/１０円

１枚

１２枚綴り

円・ドルＴ/Ｃ

１件

１件

１件

１件

１件（窓口渡し）

１件（郵送渡し）

１枚/１００円

税務署

労働局

（国税徴収法

  第141条に

  係るもの）

地方自治体

（国税徴収法

  第141条に

  係るもの）

その他公的機関

取引履歴検索・マイクロコピー

取引の有無・残高の照会

取引履歴検索（明細書）のみ

　　　　（推移表）

コピー

①取引の有無・残高の照会

②取引履歴検索（明細書）のみ

　　　　（推移表）

①と②の同時照会

臨店調査

１枚

１件

１件

複数枚のとき

１件

１件

１件

複数枚のとき

１件

推移表

原則

コピーを求められた場合は、６枚目から１枚につき

２枚目から１枚につき

 

 

 

２枚目から１枚につき

 

１枚

５４

１０８

２１６

２１

２１

３２

３２

２１

３２

２１

０

２１

無　料

３,２４０

６４８

４３２

７５６

５４０

１０円×交付枚数＋消費税

３,２４０

２７０

５４０

総額×１％

３２４

１,０８０

１,０８０

５４０

２１６

（４３０円＋件数×２００円）＋消費税

１００円×枚数＋消費税

他行庫宛

無料

８６４

６４８

６４８

４３２

６４８

４３２

６４８

６４８

実費＋消費税

県内信金宛

無料

６４８

４３２

代
金
取
立

組
戻
料

返
却
料

用
紙
交
付
料

発
行
手
数
料

公
的
機
関
に
係
る
手
数
料

種　　　別 金　　　額

１件／１,０００円

払込額５千万円未満

払込額５千万円以上

払込額１億円以上

１個

１件（１年間分：前払い）

１先（１年間分：前払い）

１回毎

１回毎

１枚/１５円

１枚/１００円

１枚/１００円

株式保管金証明書

保護預り 

窓販国債保護預り 

夜間金庫使用料
順スイング
（普通預金から貯蓄預金への自動振替）

逆スイング
（貯蓄預金から普通預金への自動振替）

一般コピー

マイクロフィルムコピー 

ＣＤ-ＲＯＭコピー

１,０００円×件数＋消費税

払込額×２.５／１０００＋消費税

払込額×２.０／１０００＋消費税

払込額×１.５／１０００＋消費税

１,２９６

１,２９６

１２,９６０

１０８

１０８

１５円×枚数＋消費税

１００円×枚数＋消費税

１００円×枚数＋消費税

個人情報開示手数料

取
扱
手
数
料

預
り
手
数
料
ス
イ
ン
グ

サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
手
数
料

両　替　枚　数

      １　～　   ５０枚

   ５１　～　２００枚

２０１　～　４００枚

４０１　～　６００枚

６０１　～　８００枚

８０１枚以上

手　数　料

無　料

２１６

４３２

６４８

８６４

１,０８０

両替後の受取枚数（硬貨＋紙幣）

     １　～ 　  ５０枚

   ５１　～　５００枚

５０１　～　1,000枚

１,001枚以上  

手数料（消費税込）

無　料

１００

２００

３００

利用時間帯

09:00～18:00

18:00～19:00

19:00～21:00

09:00～14:00

14:00～17:00

17:00～21:00

09:00～17:00

17:00～21:00

（注1）

（注2）

（注3）

取引区分

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

当金庫

無料

無料

無料

１０８

無料

１０８

無料

無料

無料

１０８

無料

１０８

無料

１０８

無料

１０８

他金庫

無料

無料

１０８

１０８

̶

１０８

̶

無料

̶

１０８

̶

１０８

̶

１０８

̶

１０８

他　行

̶

１０８

̶

２１６

̶

２１６

̶

１０８

̶

２１６

̶

̶

̶

２１６

̶

̶

郵便局

１０８

１０８

２１６

２１６

̶

２１６

̶

１０８

̶

２１６

̶

̶

̶

２１６

̶

̶

金　額   　　

３２４

３２４

３２４

３２４

３２４

10円×枚数＋消費税

１０,８００

２１,６００

５,４００

７５６

３,２４０

５,４００

５,４００

無　料

５,４００

３,２４０

２,１６０

１,０８０

無　料

２１,６００

３２,４００

４３,２００

５４,０００

融資額×０.１％

５４,０００

２１,６００

１,６２０

５４０

１件

１件

１件

１件

１件

１件/１０円

営業地区内

営業地区外

１件

１件

償還期間短縮

償還期間延長

上記以外の条件変更

金庫が勧めた条件変更

融資日～３年以内

３年超～５年以内

５年超～７年以内

７年超

残存期間１年以内

５００万円未満

５００万円以上１,０００万円未満

１,０００万円以上

５,０００万円以下

５,０００万円超

１件

１件

１件

１件

※各種用紙交付手数料

　信用金庫取引約定書

　金銭消費貸借証書

　各種条件変更契約書

　不動産担保契約書

　ローン返済予定表（再発行）

　借入用約束手形用紙

※不動産担保事務手数料

　設定・変更・追加・極度額の変更 
  

　放棄証書発行

※質権設定手数料

　確定日付

※条件変更手数料

（平成１４年１０月１５日以降の

　　　　　　　　　新規実行より）

※一括繰上償還手数料

（平成１４年１０月１５日以降の

　　　　　　　　　新規実行より）

※但し、消費者ローンを除く

みやしん住宅ローン「ニューワイド」

※事務取扱手数料      

　　　　ホームローン
　　　　（三菱ＵＦＪニコス保証）

　　　　みやしん住宅ローン「ニューワイド」 

　　　　役員仮払金清算プラン

　　　　代位弁済請求取下げ

　　　　融資予約証明発行

平
　
　
日

土
　
曜
　
日

日
曜
・
祭
日

振込手数料 照会手数料

取立手数料

交付手数料

各種手数料

両替手数料 融資関連手数料

手数料一覧

ＡＴＭ利用手数料

【両替機ご利用の場合】

※　両替枚数は、「両替持込枚数」もしくは「両替受取枚数」の多い方を計数とする。
＊　窓口での現金による預金の払い出しの際に金種を指定した場合、万円券を除く指定の引
き出し枚数に応じて両替と同額の手数料とする。

＊　両替及び金種指定払戻しで小分け指定される場合は小分け数に個々に応じた枚数の手
数料を合計した金額で適用する。

　　ただし、法人・個人事業主の給与・賞与の預金引き出しは無料とする。
※　以下の両替は、無料とする。
　①記念硬貨の交換
　②同一金種の新券への交換
　③汚損した紙幣・貨幣の交換

（注）不動産担保事務手数料の営業地区内とは、当金庫の営業区域とする。

（注1）この時間帯は店外ATMのみ稼働しております。
（注2～3）店内ATMは18：00まで、店外ATMの一部は21：00まで稼働しております。

営業区域 宮崎市、延岡市（旧北方町、旧北浦町、旧北川町を除く）、
日向市（旧東郷町を除く）、西都市、日南市、串間市、
東諸県郡、児湯郡、東臼杵郡門川町、都城市、北諸県郡三股町

（取扱い１件あたり）（単位：円）

（取扱い１件あたり）（単位：円）

【両替及び金種指定払戻し手数料】

（
保
証
会
社

  

が
徴
収

  

す
る
も
の
） 

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）
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2 0 1 4 2 0 1 4

種　　　別 金　　　額

　　電信扱

　　文書扱

　　現　金

　　カード

Ｈ・Ｂ

サービス

インターネット

サービス

テレフォン

サービス

ＦＡＸ

サービス

定額自動

サービス

送　　金

種　　別
会員総合振込

他　行　庫　宛 県内
信金宛

当金庫
本支店宛

当金庫
同一店内

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

電信扱

普通扱

６４８

８６４

６４８

８６４

４８６

７０２

３２４

５４０

３２４

５４０

３２４

５４０

４３２

６４８

３２４

５４０

４３２

６４８

８６４

６４８

５４０

７５６

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

４８６

６４８

４８６

６４８

３２４

４８６

２７０

３７８

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

５４０

４３２

２７０

４８６

２７０

４８６

１６２

３７８

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

１０８

３２４

３７８

３７８

１０８

３２４

－

－

５４

２７０

５４

１０８

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

５４

－

－

窓
口
利
用

Ａ
Ｔ
Ｍ
利
用

　　　　　　種　　　　別

　　宮崎手形交換所内

　　宮崎手形交換所外（個別取立）

　　　　　　〃　　　（集中取立）

　　振込・送金　　　　　   １件につき

　　
発送済代手　　

　　  同一交換所内

　　　　　　　　　　　  同一交換所外

　　
不渡手形

　　　　　  同一交換所内

　　　　　　　　　　　  同一交換所外

　　　　取立手形店頭呈示料

  その他特殊手数料　　　   １件につき

署名鑑届け

小切手帳（署名鑑）

小切手帳

約束手形用紙（署名鑑）

約束手形用紙

約束手形用紙

専用口座開設手数料

専用約束手形用紙

家賃振込帳

旅行小切手の両替手数料

自己宛小切手
（顧客依頼によるもの）
キャッシュ・カード再発行
（各種ローンカード含む）

通帳・証書再発行

出資証券再発行

各種証明書
 

取引履歴検索システム（明細書）

種　　　別 金　　　額

５０枚綴り

５０枚綴り

５０枚綴り

５０枚綴り

１枚/１０円

１枚

１２枚綴り

円・ドルＴ/Ｃ

１件

１件

１件

１件

１件（窓口渡し）

１件（郵送渡し）

１枚/１００円

税務署

労働局

（国税徴収法

  第141条に

  係るもの）

地方自治体

（国税徴収法

  第141条に

  係るもの）

その他公的機関

取引履歴検索・マイクロコピー

取引の有無・残高の照会

取引履歴検索（明細書）のみ

　　　　（推移表）

コピー

①取引の有無・残高の照会

②取引履歴検索（明細書）のみ

　　　　（推移表）

①と②の同時照会

臨店調査

１枚

１件

１件

複数枚のとき

１件

１件

１件

複数枚のとき

１件

推移表

原則

コピーを求められた場合は、６枚目から１枚につき

２枚目から１枚につき

 

 

 

２枚目から１枚につき

 

１枚

５４

１０８

２１６

２１

２１

３２

３２

２１

３２

２１

０

２１

無　料

３,２４０

６４８

４３２

７５６

５４０

１０円×交付枚数＋消費税

３,２４０

２７０

５４０

総額×１％

３２４

１,０８０

１,０８０

５４０

２１６

（４３０円＋件数×２００円）＋消費税

１００円×枚数＋消費税

他行庫宛

無料

８６４

６４８

６４８

４３２

６４８

４３２

６４８

６４８

実費＋消費税

県内信金宛

無料

６４８

４３２

代
金
取
立

組
戻
料

返
却
料

用
紙
交
付
料

発
行
手
数
料

公
的
機
関
に
係
る
手
数
料

種　　　別 金　　　額

１件／１,０００円

払込額５千万円未満

払込額５千万円以上

払込額１億円以上

１個

１件（１年間分：前払い）

１先（１年間分：前払い）

１回毎

１回毎

１枚/１５円

１枚/１００円

１枚/１００円

株式保管金証明書

保護預り 

窓販国債保護預り 

夜間金庫使用料
順スイング
（普通預金から貯蓄預金への自動振替）

逆スイング
（貯蓄預金から普通預金への自動振替）

一般コピー

マイクロフィルムコピー 

ＣＤ-ＲＯＭコピー

１,０００円×件数＋消費税

払込額×２.５／１０００＋消費税

払込額×２.０／１０００＋消費税

払込額×１.５／１０００＋消費税

１,２９６

１,２９６

１２,９６０

１０８

１０８

１５円×枚数＋消費税

１００円×枚数＋消費税

１００円×枚数＋消費税

個人情報開示手数料

取
扱
手
数
料

預
り
手
数
料
ス
イ
ン
グ

サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
手
数
料

両　替　枚　数

      １　～　   ５０枚

   ５１　～　２００枚

２０１　～　４００枚

４０１　～　６００枚

６０１　～　８００枚

８０１枚以上

手　数　料

無　料

２１６

４３２

６４８

８６４

１,０８０

両替後の受取枚数（硬貨＋紙幣）

     １　～ 　  ５０枚

   ５１　～　５００枚

５０１　～　1,000枚

１,001枚以上  

手数料（消費税込）

無　料

１００

２００

３００

利用時間帯

09:00～18:00

18:00～19:00

19:00～21:00

09:00～14:00

14:00～17:00

17:00～21:00

09:00～17:00

17:00～21:00

（注1）

（注2）

（注3）

取引区分

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

入　金

出　金

当金庫

無料

無料

無料

１０８

無料

１０８

無料

無料

無料

１０８

無料

１０８

無料

１０８

無料

１０８

他金庫

無料

無料

１０８

１０８

̶

１０８

̶

無料

̶

１０８

̶

１０８

̶

１０８

̶

１０８

他　行

̶

１０８

̶

２１６

̶

２１６

̶

１０８

̶

２１６

̶

̶

̶

２１６

̶

̶

郵便局

１０８

１０８

２１６

２１６

̶

２１６

̶

１０８

̶

２１６

̶

̶

̶

２１６

̶

̶

金　額   　　

３２４

３２４

３２４

３２４

３２４

10円×枚数＋消費税

１０,８００

２１,６００

５,４００

７５６

３,２４０

５,４００

５,４００

無　料

５,４００

３,２４０

２,１６０

１,０８０

無　料

２１,６００

３２,４００

４３,２００

５４,０００

融資額×０.１％

５４,０００

２１,６００

１,６２０

５４０

１件

１件

１件

１件

１件

１件/１０円

営業地区内

営業地区外

１件

１件

償還期間短縮

償還期間延長

上記以外の条件変更

金庫が勧めた条件変更

融資日～３年以内

３年超～５年以内

５年超～７年以内

７年超

残存期間１年以内

５００万円未満

５００万円以上１,０００万円未満

１,０００万円以上

５,０００万円以下

５,０００万円超

１件

１件

１件

１件

※各種用紙交付手数料

　信用金庫取引約定書

　金銭消費貸借証書

　各種条件変更契約書

　不動産担保契約書

　ローン返済予定表（再発行）

　借入用約束手形用紙

※不動産担保事務手数料

　設定・変更・追加・極度額の変更 
  

　放棄証書発行

※質権設定手数料

　確定日付

※条件変更手数料

（平成１４年１０月１５日以降の

　　　　　　　　　新規実行より）

※一括繰上償還手数料

（平成１４年１０月１５日以降の

　　　　　　　　　新規実行より）

※但し、消費者ローンを除く

みやしん住宅ローン「ニューワイド」

※事務取扱手数料      

　　　　ホームローン
　　　　（三菱ＵＦＪニコス保証）

　　　　みやしん住宅ローン「ニューワイド」 

　　　　役員仮払金清算プラン

　　　　代位弁済請求取下げ

　　　　融資予約証明発行

平
　
　
日

土
　
曜
　
日

日
曜
・
祭
日

振込手数料 照会手数料

取立手数料

交付手数料

各種手数料

両替手数料 融資関連手数料

手数料一覧

ＡＴＭ利用手数料

【両替機ご利用の場合】

※　両替枚数は、「両替持込枚数」もしくは「両替受取枚数」の多い方を計数とする。
＊　窓口での現金による預金の払い出しの際に金種を指定した場合、万円券を除く指定の引
き出し枚数に応じて両替と同額の手数料とする。

＊　両替及び金種指定払戻しで小分け指定される場合は小分け数に個々に応じた枚数の手
数料を合計した金額で適用する。

　　ただし、法人・個人事業主の給与・賞与の預金引き出しは無料とする。
※　以下の両替は、無料とする。
　①記念硬貨の交換
　②同一金種の新券への交換
　③汚損した紙幣・貨幣の交換

（注）不動産担保事務手数料の営業地区内とは、当金庫の営業区域とする。

（注1）この時間帯は店外ATMのみ稼働しております。
（注2～3）店内ATMは18：00まで、店外ATMの一部は21：00まで稼働しております。

営業区域 宮崎市、延岡市（旧北方町、旧北浦町、旧北川町を除く）、
日向市（旧東郷町を除く）、西都市、日南市、串間市、
東諸県郡、児湯郡、東臼杵郡門川町、都城市、北諸県郡三股町

（取扱い１件あたり）（単位：円）

（取扱い１件あたり）（単位：円）

【両替及び金種指定払戻し手数料】

（
保
証
会
社

  

が
徴
収

  

す
る
も
の
） 

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）
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8

9

11

21

3

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

34

34

34

34

34

34

35

35

35

35

35

35

35

36

36

36

36

36

20

16

12

17

29～

38

38

40

36

36

36

37

37

33

39

33

　セブン銀行とのＡＴＭ提携（平成17年4月）により、全国19,839（宮崎県171）箇所のセブンイレブンおよびイトーヨーカ堂でＡＴＭ

サービスがご利用いただけます。

2 0 1 4

金庫の概況及び組織に関する事項  

（1） 事業の組織 

（2） 理事・監事の氏名及び役職名 

（3） 事務所の名称及び所在地 

金庫の主要な事業の内容  

金庫の主要な事業に関する事項  

（1）直近の事業年度における事業の概況 

（2）直近の5事業年度における主要な事業の状況 

①経常収益 

②経常利益又は経常損失 

③当期純利益又は当期純損失 

④出資総額及び出資総口数 

⑤純資産額 

⑥総資産額 

⑦預金積金残高 

⑧貸出金残高 

⑨有価証券残高 

⑩単体自己資本比率 

⑪出資に対する配当金 

⑫職員数 

（3）直近の2事業年度における事業の状況 

①主要な業務の状況を示す指標 

・業務粗利益及び業務粗利益率 

・資金運用収支、役務取引等収支

　及びその他業務収支 

・資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、

　利息、利回り及び資金利鞘 

・受取利息及び支払利息の増減 

・総資産経常利益率 

・総資産当期純利益率 

②預金に関する指標 

・流動性預金、定期性預金、譲渡性預金

　その他の預金の平均残高 

・固定金利定期預金、変動金利定期預金

　及びその他の区分ごとの定期預金の残高 

③貸出金等に関する指標 

・手形貸付、証書貸付、当座貸越

　及び割引手形の平均残高 

・固定金利及び変動金利の区分ごとの

　貸出金の残高 

・担保の種類別の貸出金残高

　及び債務保証見返額 

・資金使途別の貸出金残高 

・預貸率の期末値及び期中平均値 

・業種別の貸出金残高

　及び貸出金の総額に占める割合 

④有価証券に関する指標 

・商品有価証券の種類別の平均残高 

・有価証券の種類別の残存期間別の残高 

・有価証券の種類別の平均残高 

・預証率の期末値及び期中平均値 

金庫の事業の運営に関する事項  

（1）リスク管理の体制 

（2）法令等遵守の体制

（3）中小企業の経営の改善及び地域の

 活性化のための取組みの状況

（4）金融ADR制度への対応

金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する事項

（1）貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書

（2）貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

①信用金庫法施行規則に基づく

　リスク管理債権の状況 

②金融再生法に基づく開示債権の状況 

（3）自己資本の充実の状況 

（4）次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、

時価及び評価損益 

①有価証券 

②金銭の信託 

③第102条第1項第5号に掲げる取引 

（5）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

（6）貸出金償却の額 

（7）会計監査人による外部監査 

報酬等に関する事項  

財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る

内部監査の有効性の確認
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　セブン銀行とのＡＴＭ提携（平成17年4月）により、全国19,839（宮崎県171）箇所のセブンイレブンおよびイトーヨーカ堂でＡＴＭ

サービスがご利用いただけます。
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金庫の概況及び組織に関する事項  

（1） 事業の組織 

（2） 理事・監事の氏名及び役職名 

（3） 事務所の名称及び所在地 

金庫の主要な事業の内容  

金庫の主要な事業に関する事項  

（1）直近の事業年度における事業の概況 

（2）直近の5事業年度における主要な事業の状況 

①経常収益 

②経常利益又は経常損失 

③当期純利益又は当期純損失 

④出資総額及び出資総口数 

⑤純資産額 

⑥総資産額 

⑦預金積金残高 

⑧貸出金残高 

⑨有価証券残高 

⑩単体自己資本比率 

⑪出資に対する配当金 

⑫職員数 

（3）直近の2事業年度における事業の状況 

①主要な業務の状況を示す指標 

・業務粗利益及び業務粗利益率 

・資金運用収支、役務取引等収支

　及びその他業務収支 

・資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、

　利息、利回り及び資金利鞘 

・受取利息及び支払利息の増減 

・総資産経常利益率 

・総資産当期純利益率 

②預金に関する指標 

・流動性預金、定期性預金、譲渡性預金

　その他の預金の平均残高 

・固定金利定期預金、変動金利定期預金

　及びその他の区分ごとの定期預金の残高 

③貸出金等に関する指標 

・手形貸付、証書貸付、当座貸越

　及び割引手形の平均残高 

・固定金利及び変動金利の区分ごとの

　貸出金の残高 

・担保の種類別の貸出金残高

　及び債務保証見返額 

・資金使途別の貸出金残高 

・預貸率の期末値及び期中平均値 

・業種別の貸出金残高

　及び貸出金の総額に占める割合 

④有価証券に関する指標 

・商品有価証券の種類別の平均残高 

・有価証券の種類別の残存期間別の残高 

・有価証券の種類別の平均残高 

・預証率の期末値及び期中平均値 

金庫の事業の運営に関する事項  

（1）リスク管理の体制 

（2）法令等遵守の体制

（3）中小企業の経営の改善及び地域の

 活性化のための取組みの状況

（4）金融ADR制度への対応

金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する事項

（1）貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書

（2）貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

①信用金庫法施行規則に基づく

　リスク管理債権の状況 

②金融再生法に基づく開示債権の状況 

（3）自己資本の充実の状況 

（4）次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、

時価及び評価損益 

①有価証券 

②金銭の信託 

③第102条第1項第5号に掲げる取引 

（5）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

（6）貸出金償却の額 

（7）会計監査人による外部監査 

報酬等に関する事項  

財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る

内部監査の有効性の確認
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平成24年度

1,573
150
164
776

15,533千口
2,886
72,374
68,842
44,857
10,617
7.91%
14

(1円)
11人
5人

110人
12,234人

平成23年度

1,590
63
62
712

14,245千口
2,473
71,254
68,076
40,666
10,643
8.33%
14

(1円)
10人
5人

108人
12,299人

平成21年度

1,945
120
124
686

13,731千口
2,187
68,810
65,671
35,485
9,467
8.94%

9
(1円)
11人
5人

109人
12,421人

平成22年度

1,613
74
115
693

13,874千口
2,268
69,738
66,580
37,580
11,030
9.07%
13

(1円)
11人
5人

110人
12,397人

平成24年度
（平成25年3月31日現在）

平成24年度
（平成25年3月31日現在）

（負債の部）
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 填 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（純資産の部）
出 資 金
普   通   出   資   金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 積 立 金
（ 記 念 事 業 積 立 金 ）

当 期 未 処 分 剰 余 金
処 分 未 済 持 分
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

2 0 1 4

平成25年度

1,577
153
155
852

17,047千口
3,106
75,665
72,049
48,051
9,570
8.09%
16

(1円)
11人
5人

109人
12,160人

平成25年度

1,316
15,883
9,570
381
746
7,798
86
557

48,051
232
1,480
44,005
2,334
378
24
225
8
90
28

1,343
362
947
16
17
4
－
11

△ 893
（△ 804）
75,665

1,487
14,579
10,617
465
749
8,024
119
1,258
44,857
266
1,683
40,425
2,481
393
32
225
－
110
25

1,331
359
947
5
19
5
－
23

△ 920
（△ 844）
72,374

（平成26年3月31日現在）
平成25年度

（平成26年3月31日現在）

72,049
110

22,027
67
ー

44,226
5,247
369
231
28
81
9
1
18
2
23
16
24
24
28
173
35
1
1
27
11

72,559

852
852
2,121
376
1,744
1,151
（240）
593
ー

2,973
133
133
3,106
75,665

68,842
171

20,931
62
0

42,255
5,189
232
253
35
98
19
1
20
0
17
5
23
31
28
232
72
0
0
33
23

69,488

776
776
1,981
356
1,624
1,151
（240）
472
－

2,757
128
128
2,886
72,374

経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
出 資 総 額
出 資 総 口 数
純 資 産 額
総 資 産 額
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
単 体 自 己 資 本 比 率
出 資 に 対 す る 配 当 金
（ 出 資 1 口 当 た り ）
役 員 数

う ち 常 勤 役 員 数
職 員 数
会 員 数

（注）1.出資1口の金額は50円です。
2.純資産額とは、資産合計額から負債合計額を控除した額です。
3.単体自己資本比率は、信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規程に基づき算出しております。
4.職員数にパートは含んでおりません。

■ 最近5年間の主要な経営指標の推移
（単位：百万円）

■貸借対照表

（資産の部）
現 金
預 け 金
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
信 金 中 金 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）
　 資 産 の 部 合 計 　

金　　　額
（単位：百万円） （単位：百万円）
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平成24年度

1,573
150
164
776

15,533千口
2,886
72,374
68,842
44,857
10,617
7.91%
14

(1円)
11人
5人

110人
12,234人

平成23年度

1,590
63
62
712

14,245千口
2,473
71,254
68,076
40,666
10,643
8.33%
14

(1円)
10人
5人

108人
12,299人

平成21年度

1,945
120
124
686

13,731千口
2,187
68,810
65,671
35,485
9,467
8.94%

9
(1円)
11人
5人

109人
12,421人

平成22年度

1,613
74
115
693

13,874千口
2,268
69,738
66,580
37,580
11,030
9.07%
13

(1円)
11人
5人

110人
12,397人

平成24年度
（平成25年3月31日現在）

平成24年度
（平成25年3月31日現在）

（負債の部）
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 填 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
リ ー ス 債 務
資 産 除 去 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（純資産の部）
出 資 金
普   通   出   資   金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 積 立 金
（ 記 念 事 業 積 立 金 ）

当 期 未 処 分 剰 余 金
処 分 未 済 持 分
会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評 価・換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

2 0 1 4

平成25年度

1,577
153
155
852

17,047千口
3,106
75,665
72,049
48,051
9,570
8.09%
16

(1円)
11人
5人

109人
12,160人

平成25年度

1,316
15,883
9,570
381
746
7,798
86
557

48,051
232
1,480
44,005
2,334
378
24
225
8
90
28

1,343
362
947
16
17
4
－
11

△ 893
（△ 804）
75,665

1,487
14,579
10,617
465
749
8,024
119
1,258
44,857
266
1,683
40,425
2,481
393
32
225
－
110
25

1,331
359
947
5
19
5
－
23

△ 920
（△ 844）
72,374

（平成26年3月31日現在）
平成25年度

（平成26年3月31日現在）

72,049
110

22,027
67
ー

44,226
5,247
369
231
28
81
9
1
18
2
23
16
24
24
28
173
35
1
1
27
11

72,559

852
852
2,121
376
1,744
1,151
（240）
593
ー

2,973
133
133
3,106
75,665

68,842
171

20,931
62
0

42,255
5,189
232
253
35
98
19
1
20
0
17
5
23
31
28
232
72
0
0
33
23

69,488

776
776
1,981
356
1,624
1,151
（240）
472
－

2,757
128
128
2,886
72,374

経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
出 資 総 額
出 資 総 口 数
純 資 産 額
総 資 産 額
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
単 体 自 己 資 本 比 率
出 資 に 対 す る 配 当 金
（ 出 資 1 口 当 た り ）
役 員 数
う ち 常 勤 役 員 数

職 員 数
会 員 数

（注）1.出資1口の金額は50円です。
2.純資産額とは、資産合計額から負債合計額を控除した額です。
3.単体自己資本比率は、信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規程に基づき算出しております。
4.職員数にパートは含んでおりません。

■ 最近5年間の主要な経営指標の推移
（単位：百万円）

■貸借対照表

（資産の部）
現 金
預 け 金
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
信 金 中 金 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）
　 資 産 の 部 合 計 　

金　　　額
（単位：百万円） （単位：百万円）
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■貸借対照表の注記
1.  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価
格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法による原価法により算定）、
時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による
原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。

3.  有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託はありません。
4.  デリバティブ取引はありません。
5.　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日
以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　 10年～50年
　　　その他　   2年～15年

6. 無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（5年）
に基づく定額法により償却しております。

7. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の
減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価
額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零としております。

8.  外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
9.　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下「破綻
先」という。)に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以下「実質破綻先」と
いう。)に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳
簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収見込額を控除し、その残
額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥
る可能性が大きいと認められる債務者(以下「破綻懸念先」という。)に係る債権につ
いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上
しております。     
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した
貸倒実績率等に基づき計上しております。   
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に
資産査定部署が資産査定を実施し、資産査定委員会にて検証を行っております。 
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額か
ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立
不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は232百万円であります。

10.賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給
見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

11.退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準委員会企業会計基準適用指針第25号）に
定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。  
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総
合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の
額を合理的に計算できないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用とし
て処理しております。なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度
全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとお
りであります。
①制度全体の積立状況に関する事項（平成25年3月31日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　　1,476,279百万円
　　　年金財政計算上の給付債務の額　　1,698,432百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　　　 －222,153百万円
②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成25年3月31日現在）
　　　0.0915％
③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
225,441百万円であります。本制度における過去勤務費用の償却方法は期間
16年の元利均等償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、特別掛金
18百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、あらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給
与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割
合とは一致しません。

12.役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基
づく当事業年度末迄の要支給額を計上しております。

13.睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの
払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要
と認める額を計上しております。

14.偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負
担金支払見込額を計上しております。

15.所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1
日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会
計処理によっております。

16.消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
17.理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権は2百万円で
あります。

18.理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務はありません。
19.有形固定資産の減価償却累計額は1,060百万円であります。
20.貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権
移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

21.貸出金のうち、破綻先債権額は253百万円、延滞債権額は2,067百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること
その他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不
計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている
貸出金であります。    
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金であります。

22.貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は0百万円であります。
　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

23.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は79百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と
して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞
債権に該当しないものであります。

24.破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の
合計額は2,401百万円であります。
　なお、21．から24．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

25.担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
　　　　　有価証券　107百万円（日銀）
　　　担保資産に対応する債務
　　　　　該当なし
　上記のほか、為替決済取引の担保として、定期預金2,000百万円を差し入れて
おります。

26.出資１口当たりの純資産額は182円25銭であります。
27.金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っ
ております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総
合的管理（ALM）をしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸
出金であります。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純
投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の
変動リスクに晒されております。一方、金融負債は主としてお客様からの預金で
あり、流動性リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当金庫は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個
別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、
問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用
情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
ⅰ金利リスクの管理
　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　市場関連リスク管理規程において、リスク管理方法や手続等を明記し
ており、リスク管理委員会において実施状況の把握・確認、今後の対応
等の協議を踏まえ、常勤理事会に付議・報告を行っております。
　日常的には、総合企画部において金融資産及び負債の金利や期間を
総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを
行い、定期的に常勤理事全員に報告しております。
ⅱ価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、余資運用基準に従
い行っております。
　このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、投資限
度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽
減を図っております。
ⅲ市場リスクに係る定量的情報
　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響をうける主
たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金
積金」であります。
　当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間1年
間、過去5年間の観測期間で計測される99パーセンタイル値を用いた経
済価値の変動額を市場リスク量とし、金利リスクの管理にあたっての定量
的分析に利用しております。当該変動額の算定にあたっては、対象の金
融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を
分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の
99パーセンタイル値を用いた経済価値は、146百万円減少するものと把
握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、
金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算
定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の
多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流
動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい
ては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、
当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算に
より算出した時価に代わる金額を開示しております。

28．金融商品の時価等に関する事項
　平成26年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株
式等は、次表には含めておりません。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利（LIBOR、円
金利スワップ）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。

（2）有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された
価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。

（3）貸出金
　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及
び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金
額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フロー
の見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）
②①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計
額を市場金利（LIBOR、円金利スワップ）で割り引いた価額

金融負債
（1）預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価
とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来の
キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金
額として記載しております。その割引率は、市場金利（LIBOR、円金利スワップ）を
用いております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

29．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、
「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。

30．当事業年度中に売却したその他有価証券

31.当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、11,735百万円でありま
す。このうち契約残存期間が１年以内のものが2,313百万円あります。  
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未
実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるも
のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その
他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお
いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

32.当期末の退職給付引当金は以下のとおりであります。
退職給付債務                     　　330百万円
年金資産（時価）                  　△156      　
退職給付引当金                   　  173

33.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金　　　　　　　　　　　　214百万円
退職給付引当金                    　　　　47
有税分不計上未収利息　　　　　  　  24
その他　　　　　　　　　　　　　　629
繰延税金資産小計　　　　　　　　  916
評価性引当額　　　　　　　　　   △893
繰延税金資産合計　　 　　　　　　　 22

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金　　　　　　50
繰延税金負債合計　　　　　　　　　 50

繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　  27

(追加情報)
　　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号)が平成26年3月
31日に公布され、平成26年4月1日に開始する事業年度から復興特別法人税が
廃止されることとなりました。これに伴い、平成26年4月1日に開始する事業年度に
解消が見込まれる一時差異等にかかる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算
に使用する法定実効税率は従来の29.4％から27.6％となります。この税率変更
による影響は、軽微であります。
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以上

（単位：百万円）

（1）　預け金（*１）
（2）　有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
（3）　貸出金（*１）
　　　貸倒引当金（*２）

　　　 金融資産計
（1）　預金積金（*１）
　　　 金融負債計

15,883
9,552
－

9,552
48,051
△889
47,162
72,597
72,049
72,049

15,980
9,552
－

9,552

49,105
74,637
72,112
72,112

96
－
－
－

1,943
2,039
62
62

時　価貸借対照表計上額 差　額

（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

預け金
有価証券
　満期保有目的の債券
その他有価証券のうち
満期があるもの
貸出金（＊）

3,890
1,521
－

1,521

6,051
11,462

3,518
5,671
－

5,671

13,182
22,371

3,600
1,509
－

1,509

9,846
14,955

－
100
－
100

15,470
15,570

1年以内 10年超1年超5年以内 5年超10年以内

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

合　計

預金積金（＊） 56,214
56,214

12,918
12,918

－
－

36
36

1年以内 10年超1年超5年以内 5年超10年以内
（単位：百万円）

合　計
（＊）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（単位：百万円）

非上場株式（＊）
  　　　　　　 合　　計

18
18

区　分 貸借対照表計上額

（単位：百万円）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　　小計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　　小計

取得原価種　類 貸借対照表計上額 差　額
［その他有価証券］

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

合計

65
8,718
381
746
7,590
518
9,302

3
207
－
－
207
39
250
9,552

50
8,585
363
708
7,513
474
9,110

3
214
－
－
214
39
258
9,368

14
133
18
38
76
44
192
△0
△7
－
－
△7
△0
△8
183

（単位：百万円）

－
－
－
－
－
－
－

売却益の合計額売却額 売却損の合計額
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　　　合計

47
－
－
－
－
240
287

4
－
－
－
－
14
18

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定
額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）有利子負債の決算日後の返済予定額

30 31



■貸借対照表の注記
1.  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価
格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法による原価法により算定）、
時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による
原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。

3.  有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託はありません。
4.  デリバティブ取引はありません。
5.　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日
以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　 10年～50年
　　　その他　   2年～15年

6. 無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。
なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（5年）
に基づく定額法により償却しております。

7. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の
減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価
額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零としております。

8.  外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
9.　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下「破綻
先」という。)に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以下「実質破綻先」と
いう。)に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳
簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収見込額を控除し、その残
額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥
る可能性が大きいと認められる債務者(以下「破綻懸念先」という。)に係る債権につ
いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上
しております。     
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した
貸倒実績率等に基づき計上しております。   
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に
資産査定部署が資産査定を実施し、資産査定委員会にて検証を行っております。 
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額か
ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立
不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は232百万円であります。

10.賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給
見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

11.退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準委員会企業会計基準適用指針第25号）に
定める簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。  
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総
合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の
額を合理的に計算できないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用とし
て処理しております。なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度
全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとお
りであります。
①制度全体の積立状況に関する事項（平成25年3月31日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　　1,476,279百万円
　　　年金財政計算上の給付債務の額　　1,698,432百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　　　 －222,153百万円
②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成25年3月31日現在）
　　　0.0915％
③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
225,441百万円であります。本制度における過去勤務費用の償却方法は期間
16年の元利均等償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、特別掛金
18百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、あらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給
与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割
合とは一致しません。

12.役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基
づく当事業年度末迄の要支給額を計上しております。

13.睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの
払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要
と認める額を計上しております。

14.偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負
担金支払見込額を計上しております。

15.所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1
日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会
計処理によっております。

16.消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
17.理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権は2百万円で
あります。

18.理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務はありません。
19.有形固定資産の減価償却累計額は1,060百万円であります。
20.貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権
移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

21.貸出金のうち、破綻先債権額は253百万円、延滞債権額は2,067百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること
その他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不
計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている
貸出金であります。    
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金であります。

22.貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は0百万円であります。
　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

23.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は79百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と
して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞
債権に該当しないものであります。

24.破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の
合計額は2,401百万円であります。
　なお、21．から24．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

25.担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
　　　　　有価証券　107百万円（日銀）
　　　担保資産に対応する債務
　　　　　該当なし
　上記のほか、為替決済取引の担保として、定期預金2,000百万円を差し入れて
おります。

26.出資１口当たりの純資産額は182円25銭であります。
27.金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っ
ております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総
合的管理（ALM）をしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸
出金であります。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純
投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の
変動リスクに晒されております。一方、金融負債は主としてお客様からの預金で
あり、流動性リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当金庫は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個
別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、
問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用
情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
ⅰ金利リスクの管理
　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　市場関連リスク管理規程において、リスク管理方法や手続等を明記し
ており、リスク管理委員会において実施状況の把握・確認、今後の対応
等の協議を踏まえ、常勤理事会に付議・報告を行っております。
　日常的には、総合企画部において金融資産及び負債の金利や期間を
総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを
行い、定期的に常勤理事全員に報告しております。
ⅱ価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、余資運用基準に従
い行っております。
　このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、投資限
度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽
減を図っております。
ⅲ市場リスクに係る定量的情報
　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響をうける主
たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金
積金」であります。
　当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間1年
間、過去5年間の観測期間で計測される99パーセンタイル値を用いた経
済価値の変動額を市場リスク量とし、金利リスクの管理にあたっての定量
的分析に利用しております。当該変動額の算定にあたっては、対象の金
融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を
分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の
99パーセンタイル値を用いた経済価値は、146百万円減少するものと把
握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、
金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算
定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の
多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流
動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい
ては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、
当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算に
より算出した時価に代わる金額を開示しております。

28．金融商品の時価等に関する事項
　平成26年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株
式等は、次表には含めておりません。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利（LIBOR、円
金利スワップ）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。

（2）有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された
価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。

（3）貸出金
　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及
び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金
額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フロー
の見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上してい
る額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）
②①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計
額を市場金利（LIBOR、円金利スワップ）で割り引いた価額

金融負債
（1）預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価
とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来の
キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金
額として記載しております。その割引率は、市場金利（LIBOR、円金利スワップ）を
用いております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

29．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、
「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。

30．当事業年度中に売却したその他有価証券

31.当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、11,735百万円でありま
す。このうち契約残存期間が１年以内のものが2,313百万円あります。  
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未
実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるも
のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その
他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお
いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

32.当期末の退職給付引当金は以下のとおりであります。
退職給付債務                     　　330百万円
年金資産（時価）                  　△156      　
退職給付引当金                   　  173

33.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金　　　　　　　　　　　　214百万円
退職給付引当金                    　　　　47
有税分不計上未収利息　　　　　  　  24
その他　　　　　　　　　　　　　　629
繰延税金資産小計　　　　　　　　  916
評価性引当額　　　　　　　　　   △893
繰延税金資産合計　　 　　　　　　　 22

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金　　　　　　50
繰延税金負債合計　　　　　　　　　 50

繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　  27

(追加情報)
　　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号)が平成26年3月
31日に公布され、平成26年4月1日に開始する事業年度から復興特別法人税が
廃止されることとなりました。これに伴い、平成26年4月1日に開始する事業年度に
解消が見込まれる一時差異等にかかる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算
に使用する法定実効税率は従来の29.4％から27.6％となります。この税率変更
による影響は、軽微であります。

2 0 1 4

以上

（単位：百万円）

（1）　預け金（*１）
（2）　有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
（3）　貸出金（*１）
　　　貸倒引当金（*２）

　　　 金融資産計
（1）　預金積金（*１）
　　　 金融負債計

15,883
9,552
－

9,552
48,051
△889
47,162
72,597
72,049
72,049

15,980
9,552
－

9,552

49,105
74,637
72,112
72,112

96
－
－
－

1,943
2,039
62
62

時　価貸借対照表計上額 差　額

（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

預け金
有価証券
　満期保有目的の債券
その他有価証券のうち
満期があるもの
貸出金（＊）

3,890
1,521
－

1,521

6,051
11,462

3,518
5,671
－

5,671

13,182
22,371

3,600
1,509
－

1,509

9,846
14,955

－
100
－
100

15,470
15,570

1年以内 10年超1年超5年以内 5年超10年以内

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

合　計

預金積金（＊） 56,214
56,214

12,918
12,918

－
－

36
36

1年以内 10年超1年超5年以内 5年超10年以内
（単位：百万円）

合　計
（＊）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

（単位：百万円）

非上場株式（＊）
  　　　　　　 合　　計

18
18

区　分 貸借対照表計上額

（単位：百万円）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　　小計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　　小計

取得原価種　類 貸借対照表計上額 差　額
［その他有価証券］

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

合計

65
8,718
381
746
7,590
518
9,302

3
207
－
－
207
39
250
9,552

50
8,585
363
708
7,513
474
9,110

3
214
－
－
214
39
258
9,368

14
133
18
38
76
44
192
△0
△7
－
－
△7
△0
△8
183

（単位：百万円）

－
－
－
－
－
－
－

売却益の合計額売却額 売却損の合計額
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
　　　合計

47
－
－
－
－
240
287

4
－
－
－
－
14
18

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定
額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）有利子負債の決算日後の返済予定額
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経 常 収 益  
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配当金
そ の 他 の 受 入 利 息
役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益
外 国 為 替 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補填備金繰入額
そ の 他 の 支 払 利 息
役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用
外 国 為 替 売 買 損
国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 償 却
そ の 他 の 業 務 費 用
経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却
株 式 等 償 却
そ の 他 の 経 常 費 用

（自平成24年4月1日
至平成25年3月31日）

平成24年度

（注記事項）
1.記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
2.出資1口あたりの当期純利益は9円60銭であります。

経 常 利 益
特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）
当 期 未 処 分 剰 余 金

（自平成24年4月1日
至平成25年3月31日）

平成24年度

2 0 1 4

自 平成 24年4月  1日
至 平成 25年3月31日

472,786
－

34,945
20,000
14,945
2.00%

－
－

437,841

当 期 未 処 分 剰 余 金
積 立 金 取 崩 額
剰 余 金 処 分 額
利 益 準 備 金
普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金
（ 配 当 率 ）
役 員 賞 与 金
特 別 積 立 金
繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ）

25

26 26

1,577,907
1,436,699   
1,269,905   
66,597   
93,432   
6,764   

104,670
58,371   
46,298   
26,444   
422     

14,441   
21    

11,558   
10,092

－    
130   
4,334
5,627

1,424,203
57,179
52,092
4,980
107

182,173
18,639
163,533
16,142

－
16,051

－
91

1,140,227
722,182
397,818
20,225
28,480
19,292
215
－

8,971

1,573,347
1,392,390
1,218,839
66,524
101,392
5,634

102,584
57,989
44,595
32,162
537

13,024
3,551
15,050
46,209
41,633
251
247
4,076

1,422,622
63,328
54,485
8,749
92

167,981
18,191
149,789
26,399

－
26,247

－
151

1,136,804
716,164
396,014
24,625
28,108

－
226
4,238
23,643

（自平成25年4月1日
至平成26年3月31日）

平成25年度

153,704
－
－
438
438
－

153,265
696

△ 2,622
△ 1,925 
155,190  
437,841 
593,032  

150,725
15,876
15,876

0
0
－

166,602
696
1,470
2,166

164,436
308,350
472,786

（自平成25年4月1日
至平成26年3月31日）

平成25年度 自 平成 25年4月  1日
至 平成 26年3月31日

593,032
－

36,075
20,000
16,075
2.00%
－
－

556,957

32 33
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平成24年度

2 0 1 4

自 平成 24年4月  1日
至 平成 25年3月31日

472,786
－

34,945
20,000
14,945
2.00%

－
－

437,841

当 期 未 処 分 剰 余 金
積 立 金 取 崩 額
剰 余 金 処 分 額
利 益 準 備 金
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25

26 26

1,577,907
1,436,699   
1,269,905   
66,597   
93,432   
6,764   

104,670
58,371   
46,298   
26,444   
422     

14,441   
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11,558   
10,092
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130   
4,334
5,627

1,424,203
57,179
52,092
4,980
107

182,173
18,639
163,533
16,142

－
16,051

－
91

1,140,227
722,182
397,818
20,225
28,480
19,292
215
－

8,971

1,573,347
1,392,390
1,218,839
66,524
101,392
5,634

102,584
57,989
44,595
32,162
537

13,024
3,551
15,050
46,209
41,633
251
247
4,076

1,422,622
63,328
54,485
8,749
92

167,981
18,191
149,789
26,399

－
26,247

－
151

1,136,804
716,164
396,014
24,625
28,108

－
226
4,238
23,643

（自平成25年4月1日
至平成26年3月31日）

平成25年度

153,704
－
－
438
438
－

153,265
696

△ 2,622
△ 1,925 
155,190  
437,841 
593,032  

150,725
15,876
15,876

0
0
－

166,602
696
1,470
2,166

164,436
308,350
472,786

（自平成25年4月1日
至平成26年3月31日）

平成25年度 自 平成 25年4月  1日
至 平成 26年3月31日

593,032
－

36,075
20,000
16,075
2.00%
－
－

556,957

32 33



2 0 1 4

平成24年度

149,855
1,329,062
1,392,390
63,328

△ 65,396
102,584
167,981
5,763
32,162
26,399

1,269,429
1.82％

175,697
1,379,519
1,436,699
57,179
△77,503
104,670
182,173
10,301
26,444
16,142

1,312,318
1.80％

平成25年度

平成24年度

2.00
1.73
0.27

1.97
1.65
0.32

■その他業務収支の内訳

平成25年度平成24年度

32,162
537

13,024
3,551
15,050
26,399

－
26,247

－
151

26,444
422

14,441
21

11,558
16,142

－
16,051

－
91

そ の 他 業 務 収 益
外 国 為 替 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
そ の 他 の 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用
外 国 為 替 売 買 損
国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 償 却
そ の 他 の 業 務 費 用

平成25年度平成24年度

102,584
57,989
44,595
167,981
18,191
920

148,868

104,670
58,371
46,298
182,173
18,639
987

162,546

平成24年度 
平均残高 構成比 平均残高 構成比

平成25年度
（単位：百万円、％）

■預金に関する指標

31.26
68.51
0

0.22
100.00

31.26
68.51
0.00
0.23

100.00

22,344
48,966

0
158

71,469

21,324
46,746

0
154

68,225

流動性預金
定期性預金
譲渡性預金
その他預金
合        計
（注）1.流動性預金=当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金

2.定期性預金=定期預金+定期積金
　固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

流動性・定期性・譲渡性預金その他の預金平均残高及び構成比

平成24年度
残高 構成比 残高 構成比

平成25年度
（単位：百万円、％）

79.16
13.50
0.12
7.22

100.00

82.24
13.67
0.11
3.98

100.00

57,034
9,724
84

5,204
72,049

56,616
9,409
77

2,739
68,842

個 人 預 金
法 人 預 金
金 融 機 関
公      金
合      計

預金者別残高及び構成比

固定自由・変動自由・その他の区分毎の定期預金残高 （単位：百万円）

定 期 預 金
固 定 金 利 定 期 預 金
変 動 金 利 定 期 預 金
そ の 他

44,226
44,225

1
0

平成24年度

財形貯蓄残高
平成25年度
（単位：百万円）

残　　高
件　　数

4
4

5
5

平成24年度

平成25年度

平成25年度

42,255
42,254

1
0

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 受 入 手 数 料
役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 支 払 手 数 料
その他の役務取引等費用

平成25年度

（単位：百万円、％）

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

うち商品有価証券

うち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

うち 預 金 積 金

うち譲渡性預金

う ち 借 用 金

平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り

平成24年度

■資金運用収支の内訳

69,411
1,392
2.00

41,708
1,218
2.92

16,800
66
0.39
－
－
－

10,677
101
0.94

68,244
63
0.09

68,225
63
0.09
－
－
－
－
－
－

72,712
1,436
1.97

46,108
1,269
2.75

16,687
66
0.39
－
－
－

9,691
93
0.96

71,491
57
0.08

71,469
57
0.07 
－
－
－
－
－
－

■ 利 鞘

■ 受取利息・支払利息の増減

平成24年度

0.21
0.23

0.20
0.20

平成25年度

■利益率

平成25年度

（単位：千円）

受 取 利 息
支 払 利 息

1,392,390
63,328

1,436,699
57,179

増減額

44,309
△6,149

平成24年度

平成24年度

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高

平成25年度

（単位：百万円）

■貸出金等に関する指標

1,602
41,893
2,377
235

1,480
44,005
2,334
232

手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
割 引 手 形

手形貸付・証書貸付・当座貸越・割引手形の残高及び平均残高

平成24年度

期末残高 構成比 期末残高 構成比 

平成25年度

（単位：百万円、％）

57.93
42.07
100.00

27,835
20,215
48,051

設 備 資 金
運 転 資 金
合 計

資金使途別残高及び構成比

固定金利・変動金利の区分毎の貸出金残高

平成25年度

（単位：百万円）

固 定 金 利
変 動 金 利

31,913
16,138

27,216
17,641

平成24年度

消費者ローン・住宅ローン残高

平成25年度

（単位：百万円）

消 費 者 ロ ー ン
住 宅 ロ ー ン

4,476
　6,844

平成24年度

1,528
37,364
2,626
190

1,683
40,425
2,481
266

51.07
48.93
100.00

22,906
21,950
44,857

3,624
6,894

44,857
68,842
65.15
61.13

平成24年度

48,051
72,049
　66.69
　64.51

平成25年度

平成25年度

（単位：百万円）

当 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他
小 計
信 用 保 証 協 会 等
保 証
信 用
合 計

576
0
0

21,475
0

22,052
4,740
5,522
15,735
48,051

平成24年度

■貸出金の担保別内訳

平成25年度

（単位：百万円）

当 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他
小 計
信 用 保 証 協 会 等
保 証
信 用
合 計

0
0
0
10
0
10
0
0
0
11

平成24年度

■債務保証見返の担保別内訳

612
0
0

20,565
0

21,178
4,062
5,475
14,140
44,857

0
0
0
23
0
23
0
0
0
23

そ の 他 の 業 務 収 支

（注）

総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高

資 金 運 用 利 回 り

34 35



2 0 1 4

平成24年度

149,855
1,329,062
1,392,390
63,328

△ 65,396
102,584
167,981
5,763
32,162
26,399

1,269,429
1.82％

175,697
1,379,519
1,436,699
57,179
△77,503
104,670
182,173
10,301
26,444
16,142

1,312,318
1.80％

平成25年度

平成24年度

2.00
1.73
0.27

1.97
1.65
0.32

■その他業務収支の内訳

平成25年度平成24年度

32,162
537

13,024
3,551
15,050
26,399

－
26,247

－
151

26,444
422

14,441
21

11,558
16,142

－
16,051

－
91

そ の 他 業 務 収 益
外 国 為 替 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
そ の 他 の 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用
外 国 為 替 売 買 損
国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 償 却
そ の 他 の 業 務 費 用

平成25年度平成24年度

102,584
57,989
44,595
167,981
18,191
920

148,868

104,670
58,371
46,298
182,173
18,639
987

162,546

平成24年度 
平均残高 構成比 平均残高 構成比

平成25年度
（単位：百万円、％）

■預金に関する指標

31.26
68.51
0

0.22
100.00

31.26
68.51
0.00
0.23

100.00

22,344
48,966

0
158

71,469

21,324
46,746

0
154

68,225

流動性預金
定期性預金
譲渡性預金
その他預金
合        計
（注）1.流動性預金=当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金

2.定期性預金=定期預金+定期積金
　固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

流動性・定期性・譲渡性預金その他の預金平均残高及び構成比

平成24年度
残高 構成比 残高 構成比

平成25年度
（単位：百万円、％）

79.16
13.50
0.12
7.22

100.00

82.24
13.67
0.11
3.98

100.00

57,034
9,724
84

5,204
72,049

56,616
9,409
77

2,739
68,842

個 人 預 金
法 人 預 金
金 融 機 関
公      金
合      計

預金者別残高及び構成比

固定自由・変動自由・その他の区分毎の定期預金残高 （単位：百万円）

定 期 預 金
固 定 金 利 定 期 預 金
変 動 金 利 定 期 預 金
そ の 他

44,226
44,225

1
0

平成24年度

財形貯蓄残高
平成25年度
（単位：百万円）

残　　高
件　　数

4
4

5
5

平成24年度

平成25年度

平成25年度

42,255
42,254

1
0

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 受 入 手 数 料
役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 支 払 手 数 料
その他の役務取引等費用

平成25年度

（単位：百万円、％）

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

うち商品有価証券

うち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

うち 預 金 積 金

うち譲渡性預金

う ち 借 用 金

平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り
平均残高
利 息
利 回 り

平成24年度

■資金運用収支の内訳

69,411
1,392
2.00

41,708
1,218
2.92

16,800
66
0.39
－
－
－

10,677
101
0.94

68,244
63
0.09

68,225
63
0.09
－
－
－
－
－
－

72,712
1,436
1.97

46,108
1,269
2.75

16,687
66
0.39
－
－
－

9,691
93
0.96

71,491
57
0.08

71,469
57
0.07 
－
－
－
－
－
－

■ 利 鞘

■ 受取利息・支払利息の増減

平成24年度

0.21
0.23

0.20
0.20

平成25年度

■利益率

平成25年度

（単位：千円）

受 取 利 息
支 払 利 息

1,392,390
63,328

1,436,699
57,179

増減額

44,309
△6,149

平成24年度

平成24年度

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高

平成25年度

（単位：百万円）

■ 貸出金等に関する指標

1,602
41,893
2,377
235

1,480
44,005
2,334
232

手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
割 引 手 形

手形貸付・証書貸付・当座貸越・割引手形の残高及び平均残高

平成24年度

期末残高 構成比 期末残高 構成比 

平成25年度

（単位：百万円、％）

57.93
42.07
100.00

27,835
20,215
48,051

設 備 資 金
運 転 資 金
合 計

資金使途別残高及び構成比

固定金利・変動金利の区分毎の貸出金残高

平成25年度

（単位：百万円）

固 定 金 利
変 動 金 利

31,913
16,138

27,216
17,641

平成24年度

消費者ローン・住宅ローン残高

平成25年度

（単位：百万円）

消 費 者 ロ ー ン
住 宅 ロ ー ン

4,476
　6,844

平成24年度

1,528
37,364
2,626
190

1,683
40,425
2,481
266

51.07
48.93
100.00

22,906
21,950
44,857

3,624
6,894

44,857
68,842
65.15
61.13

平成24年度

48,051
72,049
　66.69
　64.51

平成25年度

平成25年度

（単位：百万円）

当 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他
小 計
信 用 保 証 協 会 等
保 証
信 用
合 計

576
0
0

21,475
0

22,052
4,740
5,522
15,735
48,051

平成24年度

■貸出金の担保別内訳

平成25年度

（単位：百万円）

当 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他
小 計
信 用 保 証 協 会 等
保 証
信 用
合 計

0
0
0
10
0
10
0
0
0
11

平成24年度

■債務保証見返の担保別内訳

612
0
0

20,565
0

21,178
4,062
5,475
14,140
44,857

0
0
0
23
0
23
0
0
0
23

そ の 他 の 業 務 収 支

（注）

総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高

資 金 運 用 利 回 り
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平成24年度 

貸出先数
区　　分 区　　分

平成25年度 

（単位：百万円、％）業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術
サ ー ビ ス 業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、
娯 楽 業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ービ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個 人
合 計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術
サ ー ビ ス 業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、
娯 楽 業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ービ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個 人
合 計

残　高 構成比 貸出先数

26

35

1
0

168
4
5
13
185
13
204
4

15

8
127

89

8
17
65
987
3

6,642 
7,632 

25

23

1
0

169
2
5
11
187
14
144
5

16

7
117

83

5
20
56
890
3

6,428
7,321

残　高

289

241

0 
0  

1,416 
108 
104 
452 
1,887  
832 

17,009 
64  

55  

230 
1,281  

1,341 

314 
240 
574 

26,446 
7,730 
13,874 
48,051 

239

189

0
0

1,482
107
129
411
1,784
861

12,269
76

55

188
1,386

1,361

333
457
625

21,961
7,517
15,378
44,857

構成比

0.60 

0.50

0.00 
0.00 
2.94 
0.22 
0.21 
0.94 
3.92  
1.73 
35.39 
0.13 

0.11

0.47 
2.66 

2.79 

0.65 
0.49 
1.19 
55.03 
16.08 
28.87 
100.00 

0.53

0.42

0.00
0.00
3.30
0.23
0.28
0.91
3.97
1.91
27.35
0.16

0.12

0.41
3.08

3.03

0.74
1.01
1.39
48.95
16.75
34.28
100.00

（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

平成25年度

（単位：百万円）

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
合 計

89
804
893

増減額

13
△40
△27

76
844
920

平成24年度区　　分

貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

平成25年度

（単位：百万円）

送 金 ・ 振 込

代 金 取 立

仕 向 為 替
被 仕 向 為 替
仕 向 為 替
被 仕 向 為 替

36,403
42,179
932
2,192

平成24年度区　　分

内国為替取扱い実績

平成25年度

（単位：百万円）

預 金 残 高
貸 出 金 残 高

632
421

平成24年度

職員1人当り預金及び貸出金残高

■その他の指標

平成25年度

（単位：百万円）

預 金 残 高
貸 出 金 残 高

6,549
4,368

平成24年度

1店舗当り預金及び貸出金残高

平成25年度

（単位：百万円）

会 員 預 金
会 員 外 預 金
合 計

20,299
51,749
72,049

平成24年度

会員・会員外別預金残高

平成25年度

（単位：百万円）

会 員 
会 員 外
合 計

36,594
11,456
48,051

平成24年度

会員・会員外別貸出金残高

平成25年度

（単位：千円）

貸 出 金 償 却 額 215
平成24年度

貸出金償却額

598
390

6,258
4,077

34,832
36,648
768
2,172

226

19,809
49,033
68,842

34,198
10,659
44,857

有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

国債
地方債
社債
株式
外国証券
その他の証券

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超

期間の
定めの
ないもの

合計 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超

期間の
定めの
ないもの

合計
区分

平成24年度 平成25年度

48
8

1,471
－
－
－

15
－

4,353
－
－
－

－
－

1,348
－
－
－

318
632
397
－
－
－

－
105
124
－
－
－

－
－
103
－
－
－

－
－
－
86
－
557

381
746
7,798
86
－
557

80
7

244
－
－
－

64
－

4,067
－
－
－

－
－

3,059
－
－
－

107
－
434
－
－
－

212
742
115
－
－
－

－
－
103
－
500
－

－
－
－
119
－
758

465
749
8,024
119
500
758

（単位：百万円）有価証券の種類別の残高
平成24年度 平成25年度

381
746
7,798
86
557
9,570

465
749
8,024
119
1,258
10,617

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
合 計

平成24年度 平成25年度
（単位：百万円）有価証券の種類別の平均残高

409
707
7,779
84
709
9,691

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
合 計

◇商品有価証券の種類別の平均残高
◇金銭の信託
◇第102条第1項第5号に掲げる取引

（過去2年間、該当ありません）
（過去2年間、該当ありません）
（過去2年間、該当ありません）

518
775
7,394
119
1,869
10,677

平成24年度
貸借対照表計上額

（単位：百万円）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

18
18

非 上 場 株 式
合 計

18
18

平成25年度

（単位：百万円）

個 人
法 人
金 融 機 関 等
非 課 税 法 人
合 計

27,720
11,866
8,164
301

48,051

平成24年度

融資先人格別残高

平成25年度

（単位：百万円）

信 金 中 央 金 庫
日 本 政 策 金 融 公 庫
住 宅 金 融 支 援 機 構
福 祉 医 療 機 構
中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構
合 計

9
6

1,589
27
6

1,637

平成24年度

代理貸付の内訳

25,137
11,294
7,950
473

44,857

20
10

1,857
29
14

1,932

平成24年度

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

（単位：百万円）満期保有目的の債券

種類
時　　価 差　　額 時　　価 差　　額

平成25年度

国債
地方債
社債
その他
小　　計
国債
地方債
社債
その他
小　　計

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

合　　　　　計

－
－
－
－
－
－
－
－
500
500
500

－
－
－
－
－
－
－
－
436
436
436

－
－
－
－
－
－
－
－

△ 63
△ 63
△ 63

その他有価証券 （単位：百万円）

平成24年度

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

種類
取得原価 差　　額 取得原価 差　　額

平成25年度

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　　計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　　計

65
8,718
381
746
7,590
518
9,302
3

207
－
－
207
39
250
9,552

50
8,585
363
708
7,513
474
9,110
3

214
－
－
214
39
258
9,368

14
133
18
38
76
44
192
△0
△7
－
－
△7
△0
△8
183

46
9,049
465
749
7,834
356
9,452
55
189
－
－
189
402
647

10,099

39
8,876
443
706
7,726
300
9,217
57
200
－
－
200
442
700
9,917

6
173
22
43
107
55
235
△ 2
△ 10
－
－

△ 10
△ 40
△ 52
182

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

合　　　　　計

平成25年度

9,570
72,049
　13.28
　13.56

平成24年度

10,617
68,842
15.42
15.65

平成25年度
貸借対照表計上額

36 37



2 0 1 4

平成24年度 

貸出先数
区　　分 区　　分

平成25年度 

（単位：百万円、％）業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術
サ ー ビ ス 業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、
娯 楽 業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ービ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個 人
合 計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術
サ ー ビ ス 業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、
娯 楽 業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 ・ 福 祉
そ の 他 の サ ービ ス
小 計
地 方 公 共 団 体
個 人
合 計

残　高 構成比 貸出先数

26

35

1
0

168
4
5
13
185
13
204
4

15

8
127

89

8
17
65
987
3

6,642 
7,632 

25

23

1
0

169
2
5
11
187
14
144
5

16

7
117

83

5
20
56
890
3

6,428
7,321

残　高

289

241

0 
0  

1,416 
108 
104 
452 
1,887  
832 

17,009 
64  

55  

230 
1,281  

1,341 

314 
240 
574 

26,446 
7,730 
13,874 
48,051 

239

189

0
0

1,482
107
129
411
1,784
861

12,269
76

55

188
1,386

1,361

333
457
625

21,961
7,517
15,378
44,857

構成比

0.60 

0.50

0.00 
0.00 
2.94 
0.22 
0.21 
0.94 
3.92  
1.73 
35.39 
0.13 

0.11

0.47 
2.66 

2.79 

0.65 
0.49 
1.19 
55.03 
16.08 
28.87 
100.00 

0.53

0.42

0.00
0.00
3.30
0.23
0.28
0.91
3.97
1.91
27.35
0.16

0.12

0.41
3.08

3.03

0.74
1.01
1.39
48.95
16.75
34.28
100.00

（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

平成25年度

（単位：百万円）

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
合 計

89
804
893

増減額

13
△40
△27

76
844
920

平成24年度区　　分

貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

平成25年度

（単位：百万円）

送 金 ・ 振 込

代 金 取 立

仕 向 為 替
被 仕 向 為 替
仕 向 為 替
被 仕 向 為 替

36,403
42,179
932
2,192

平成24年度区　　分

内国為替取扱い実績

平成25年度

（単位：百万円）

預 金 残 高
貸 出 金 残 高

632
421

平成24年度

職員1人当り預金及び貸出金残高

■その他の指標

平成25年度

（単位：百万円）

預 金 残 高
貸 出 金 残 高

6,549
4,368

平成24年度

1店舗当り預金及び貸出金残高

平成25年度

（単位：百万円）

会 員 預 金
会 員 外 預 金
合 計

20,299
51,749
72,049

平成24年度

会員・会員外別預金残高

平成25年度

（単位：百万円）

会 員 
会 員 外
合 計

36,594
11,456
48,051

平成24年度

会員・会員外別貸出金残高

平成25年度

（単位：千円）

貸 出 金 償 却 額 215
平成24年度

貸出金償却額

598
390

6,258
4,077

34,832
36,648
768
2,172

226

19,809
49,033
68,842

34,198
10,659
44,857

有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

国債
地方債
社債
株式
外国証券
その他の証券

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超

期間の
定めの
ないもの

合計 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超

期間の
定めの
ないもの

合計
区分

平成24年度 平成25年度

48
8

1,471
－
－
－

15
－

4,353
－
－
－

－
－

1,348
－
－
－

318
632
397
－
－
－

－
105
124
－
－
－

－
－
103
－
－
－

－
－
－
86
－
557

381
746
7,798
86
－
557

80
7

244
－
－
－

64
－

4,067
－
－
－

－
－

3,059
－
－
－

107
－
434
－
－
－

212
742
115
－
－
－

－
－
103
－
500
－

－
－
－
119
－
758

465
749
8,024
119
500
758

（単位：百万円）有価証券の種類別の残高
平成24年度 平成25年度

381
746
7,798
86
557
9,570

465
749
8,024
119
1,258
10,617

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
合 計

平成24年度 平成25年度
（単位：百万円）有価証券の種類別の平均残高

409
707
7,779
84
709
9,691

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
合 計

◇商品有価証券の種類別の平均残高
◇金銭の信託
◇第102条第1項第5号に掲げる取引

（過去2年間、該当ありません）
（過去2年間、該当ありません）
（過去2年間、該当ありません）

518
775
7,394
119
1,869
10,677

平成24年度
貸借対照表計上額

（単位：百万円）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

18
18

非 上 場 株 式
合 計

18
18

平成25年度

（単位：百万円）

個 人
法 人
金 融 機 関 等
非 課 税 法 人
合 計

27,720
11,866
8,164
301

48,051

平成24年度

融資先人格別残高

平成25年度

（単位：百万円）

信 金 中 央 金 庫
日 本 政 策 金 融 公 庫
住 宅 金 融 支 援 機 構
福 祉 医 療 機 構
中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構
合 計

9
6

1,589
27
6

1,637

平成24年度

代理貸付の内訳

25,137
11,294
7,950
473

44,857

20
10

1,857
29
14

1,932

平成24年度

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

（単位：百万円）満期保有目的の債券

種類
時　　価 差　　額 時　　価 差　　額

平成25年度

国債
地方債
社債
その他
小　　計
国債
地方債
社債
その他
小　　計

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

合　　　　　計

－
－
－
－
－
－
－
－
500
500
500

－
－
－
－
－
－
－
－
436
436
436

－
－
－
－
－
－
－
－

△ 63
△ 63
△ 63

その他有価証券 （単位：百万円）

平成24年度

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

種類
取得原価 差　　額 取得原価 差　　額

平成25年度

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　　計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　　計

65
8,718
381
746
7,590
518
9,302
3

207
－
－
207
39
250
9,552

50
8,585
363
708
7,513
474
9,110
3

214
－
－
214
39
258
9,368

14
133
18
38
76
44
192
△0
△7
－
－
△7
△0
△8
183

46
9,049
465
749
7,834
356
9,452
55
189
－
－
189
402
647

10,099

39
8,876
443
706
7,726
300
9,217
57
200
－
－
200
442
700
9,917

6
173
22
43
107
55
235
△ 2
△ 10
－
－

△ 10
△ 40
△ 52
182

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

合　　　　　計

平成25年度

9,570
72,049
　13.28
　13.56

平成24年度

10,617
68,842
15.42
15.65

平成25年度
貸借対照表計上額

36 37



1 .対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬
等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に
支払う「退職慰労金」で構成されております。
　
（１）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支
払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等
をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきまして
は、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　ａ．決定方法　ｂ．支払手段　ｃ．決定時期と支払時期

（２）平成２５年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１． 対象役員に該当する理事は６名、監事は２名です（期中に退任した者を含む）。
２． 上記の内訳は、「基本報酬」５３百万円、「賞与」２百万円、「退職慰労金」１６百万円となっております。
　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入
れた役員退職慰労引当金の合計額です。
３． 使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

（３）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務
の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月
２９日付金融庁告示第２２号）第３条第１項第３号及び第５号に該当する事項はありませんでした。

2 .対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が
受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいま
す。
　なお、平成２５年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
２．「同等額」は 、平成２５年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
３．平成２５年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

以　上

報酬等に関する事項

（単位：百万円）

対象役員に対する報酬等 72

区　分 支払総額

2 0 1 4

保全率（％）
（単位：百万円）

■リスク管理債権の引当・保全状況

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

合 計

平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度

100.0
100.0
99.9
99.9
100.0
100.0
60.0
34.2
99.7
97.7

貸倒引当金

109
94
732
708
2
0
3
21
847
823

担保・保証額

99
159

1,409
1,357
11
0
6
6

1,526
1,522

残　　高区　　　分

208
253

2,144
2,067
12
0
15
79

2,381
2,401

（単位：百万円）

金 融 再 生 法 上 の 不 良 債 権
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危 険 債 権
要 管 理 債 権

保 全 額
貸 倒 引 当 金
担 保 ・ 保 証 等

保 全 率
担保・保証等控除後債権に対する引当率

不 良 債 権 比 率 （％）

（Ａ）

（Ｂ）
（Ｃ）
（Ｄ）

（Ｂ）／（Ａ）（％）

（Ｃ）／（（Ａ）ー（Ｄ））（％）

■金融再生法開示債権保全状況

（単位：百万円）

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権
危 険 債 権
要 管 理 債 権
正 常 債 権
　 合 計 　

■金融再生法開示債権

平成25年度

2,404
1,570
753
80

2,343
825
1,518
97.49

93.19
5.00

2,384
1,716
640
28

2,377
850
1,527
99.71

99.18
5.31

平成24年度

平成25年度

1,570
753
80

45,720
48,125

1,716
640
28

42,567
44,952

平成24年度

1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
　　①更生手続開始の申立てがあった債務者
　　②再生手続開始の申立てがあった債務者
　　③破産手続開始の申立てがあった債務者
　　④特別清算開始の申立てがあった債務者
　　⑤手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者

2．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。
　　①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
　　②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

3．「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。
　
5．なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、
全てが損失となるものではありません。

6．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

7．「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の残高より少なくなっています。

8．保全率はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

（注）

1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
3．「要管理債権」とは、「３ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。

（注）

（注）貸倒引当金は個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。
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1 .対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬
等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に
支払う「退職慰労金」で構成されております。
　
（１）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支
払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等
をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきまして
は、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　ａ．決定方法　ｂ．支払手段　ｃ．決定時期と支払時期

（２）平成２５年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１． 対象役員に該当する理事は６名、監事は２名です（期中に退任した者を含む）。
２． 上記の内訳は、「基本報酬」５３百万円、「賞与」２百万円、「退職慰労金」１６百万円となっております。
　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入
れた役員退職慰労引当金の合計額です。
３． 使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

（３）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務
の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月
２９日付金融庁告示第２２号）第３条第１項第３号及び第５号に該当する事項はありませんでした。

2 .対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が
受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいま
す。
　なお、平成２５年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
２．「同等額」は 、平成２５年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
３．平成２５年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

以　上

報酬等に関する事項

（単位：百万円）

対象役員に対する報酬等 72

区　分 支払総額

2 0 1 4

保全率（％）
（単位：百万円）

■リスク管理債権の引当・保全状況

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

合 計

平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度

100.0
100.0
99.9
99.9
100.0
100.0
60.0
34.2
99.7
97.7

貸倒引当金

109
94
732
708
2
0
3
21
847
823

担保・保証額

99
159

1,409
1,357
11
0
6
6

1,526
1,522

残　　高区　　　分

208
253

2,144
2,067
12
0
15
79

2,381
2,401

（単位：百万円）

金 融 再 生 法 上 の 不 良 債 権
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危 険 債 権
要 管 理 債 権

保 全 額
貸 倒 引 当 金
担 保 ・ 保 証 等

保 全 率
担保・保証等控除後債権に対する引当率

不 良 債 権 比 率 （％）

（Ａ）

（Ｂ）
（Ｃ）
（Ｄ）

（Ｂ）／（Ａ）（％）

（Ｃ）／（（Ａ）ー（Ｄ））（％）

■金融再生法開示債権保全状況

（単位：百万円）

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権
危 険 債 権
要 管 理 債 権
正 常 債 権
　 合 計 　

■金融再生法開示債権

平成25年度

2,404
1,570
753
80

2,343
825
1,518
97.49

93.19
5.00

2,384
1,716
640
28

2,377
850
1,527
99.71

99.18
5.31

平成24年度

平成25年度

1,570
753
80

45,720
48,125

1,716
640
28

42,567
44,952

平成24年度

1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金です。
　　①更生手続開始の申立てがあった債務者
　　②再生手続開始の申立てがあった債務者
　　③破産手続開始の申立てがあった債務者
　　④特別清算開始の申立てがあった債務者
　　⑤手形交換所等による取引停止処分を受けた債務者

2．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つを除いた貸出金です。
　　①上記「破綻先債権」に該当する貸出金
　　②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金

3．「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金です。
　
5．なお、これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、
全てが損失となるものではありません。

6．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

7．「貸倒引当金」については、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、貸借対照表の残高より少なくなっています。

8．保全率はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。

（注）

1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
3．「要管理債権」とは、「３ヵ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金をいいます。
4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。

（注）

（注）貸倒引当金は個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。

リスク管理債権
信用金庫法施行規則に基づくリスク管理債権に対する担保・保証及び引当金の引当・保全状況

38 39



（注）　自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産
等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」が平成25年3月8日に改正され、平成26年3月31日から改正
後の告示が適用されたことから、平成24年度においては旧告示に基づく開示、平成25年度においては新告示に基づく開示を行っております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　　（単位：百万円）

単体における事業年度の開示事項
2 0 1 4

（1）自己資本の構成に関する開示事項

776
―
―
―
―
376
1,151
437
―
―
―
―
―
―
―
―
―

2,742

―

76
―
―
―
―
76

2,819
127
―

―

―

―

△127
―

2,819

33,227
14

2,382
―
―

35,624
7.69%
7.91%

2,957
852
2,121
16
―
89
89
―

―

―

―

3,047

―

―

―

―
―
―

―

―
―
―
―
―
―

―

―

―

―

―

―

―

―

3,047

35,208

17

4

12
―
―
―

2,417

―
―

37,625

8.09%

4

―

4

12
―
―

―

―
―
―
―
―
―

―

―

―

―

―

―

―

（ 　 自 　 己 　 資 　 本 　 ）
出 資 金
 う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資
優 先 出 資 申 込 証 拠 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 準 備 金
特 別 積 立 金
繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ）
そ の 他
処 分 未 済 持 分
自 己 優 先 出 資
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 [ U 1 ] 
営 業 権 相 当 額
の れ ん 相 当 額
企業結合により計上される無形固定資産相当額
証券化取引により増加した自己資本に相当する額
基 本 的 項 目 （ Ａ ）
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の
45%に相当する額
一 般 貸 倒 引 当 金
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
 負 債 性 資 本 調 達 手 段
 期 限 付劣後債務及び期限付優先出資
補 完 的 項 目 不 算 入 額
補 完 的 項 目 （ Ｂ ）
自 己 資 本 総 額［（ Ａ ）＋（ Ｂ ）］（ Ｃ ）
他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額
 負債性資本調達手段及びこれに準ずるもの
 期 限 付劣後債務及び期限付優先出資
 並 び に こ れ ら に 準 ず る も の
非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク削減手法として
用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる
証券化エクスポージャー及び信用補完機能を持つI/Oス
トリップス（告示第247条を準用する場合を含む。）
控 除 項 目 不 算 入 額
控 除 項 目 計 （ Ｄ ）
自 己 資 本 額［（ Ｃ ）ー（ Ｄ ）］（ Ｅ ）
（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）
資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス 項 目 ）
オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目
オペレーショナル・リスク相当額を8%で除して得た額
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額
オ ペ レー ショナ ル・リスク 相 当 額 調 整 額
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 計 （ Ｆ ）
単 体 T i e r 1 比 率 （ Ａ ／ Ｆ ）
単 体 自 己 資 本 比 率 （ Ｅ ／ Ｆ ）

コア資本に係る基礎項目　　（1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
 うち、出資金及び資本剰余金の額
 うち、利益剰余金の額
 うち、外部流出予定額（△）
 うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
 うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
 うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセント
に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　 （イ）
コア資本に係る調整項目　　（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るも
のを除く。）の額の合計額
 うち、のれんに係るものの額
 うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツ 
 に係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己
資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額
 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該
 当するものに関連するものの額
 うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
 固定資産に関連するものの額
 うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。） 
 に関連するものの額
特定項目に係る15パーセント基準超過額
 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当 
 するものに関連するものの額
 うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
 固定資産に関連するものの額
 うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。） 
 に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）ー（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等　　（3）
信用リスク・アセットの額の合計額
 うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ 
 れる額の合計額
 うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・ 
 サービシング・ライツに係るものを除く。）
 うち、繰延税金資産
 うち、前払年金費用
 うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
 うち、上記以外に該当するものの額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで
除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

項　　　目
項　　　目

平成24年度
平成25年度 経過措置による

不算入額

（2）自己資本の充実度に関する事項

1,329
1,329

5
172
342
506
83
111
24
81
―
―

95
1,424

33,227
33,227
132
4,323
8,558
12,666
2,098
2,795
617
2,033
―
―

2,382
35,610

35,208
35,191
33

4,460
5,958
11,272
2,587
8,412
542
1,923
―
―
17

―

0
―

2,417
37,625

1,408
1,407
1

178
238
450
103
336
21
76
―
―
0

―

0
―
96

1,505

イ．信 用リスクア セット・所 要 自 己 資 本 の 額 合 計
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

（i） ソ ブ リ ン 向 け
（ii） 金 融 機 関 向 け
（iii） 法 人 等 向 け
（iv） 中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け
（v） 抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン
（vi） 不 動 産 取 得 等 事 業 向 け
（vii） 三 ヶ 月 以 上 延 滞 等
（viii） そ の 他

②証券化エクスポージャー
③複数の資産を裏付とする資産のうち、個々の資産の把握が困難な資産
④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係
　る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥CVAリスク相当額を8%で除して得た額
⑦中央清算機関関連エクスポージャー

ロ ．オ ペレーショナ ル・リスク
ハ ．単 体 総 所 要 自 己 資 本 額（ イ＋ロ ）

平成25年度平成24年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

（3）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　　イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高＜業種別及び残存期間別＞

国 内
国 外
地 区 別 合 計
製 造 業
農 　 　 業 、林 　 　 業
漁 業
鉱業、砕石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運　輸　業、郵　便　業
卸　売　業、小　売　業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援
医 療 、 福 祉
そ の 他 サ ー ビ ス
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 以 下
３ 年 超 ５ 年 以 下
５ 年 超 ７ 年 以 下
７ 年 超 １ ０ 年 以 下
１ ０ 年 超
期 間 の 定 め の な い も の
残 存 期 間 別 合 計

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

886
―
886
―
11
―
―
142
―
―
―
69
48
224
―
1
5
29
―
―
5
6
―
346
―
886

995
―
995
―
13
―
―
148
―
―
―
68
48
234
―
1
5
23
―
―
19
13
―
423
―
995

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

8,800
―

8,800
―
―
―
―
―
200
―
―
―

6,599
―
―
―
―
―
―
―
―
―

2,000
―
―

8,800
1,521
4,333
1,336
1,186
321
100
―

8,800

9,066
500
9,566
―
―
―
―
―
289
―
―
―

6,699
―
―
―
―
―
―
―
―
―

2,576
―
―

9,566
323
4,092
3,028
510
1,010
600
―

9,566

48,125
―

48,125
385
454
1
―

1,916
0

104
456
2,294
859

17,259
65
108
232
1,618
1,648
336
252
748
7,735
11,480
164

48,125
14,462
13,730
10,344
4,329
1,581
112
3,567
48,125

44,952
―

44,952
344
315
1
―

1,956
0

130
421
2,229
901

12,526
77
106
190
1,714
1,683
356
481
806
7,523
13,019
164

44,952
14,422
12,106
8,252
2,970
3,279
94

3,829
44,952

76,386
―

76,386
411
454
1
―

1,916
205
124
456
2,294
23,164
17,259
65
108
232
1,618
1,648
336
252
748
9,939
11,480
3,667
76,386
21,173
22,023
13,538
5,515
1,902
212

12,019
76,386

72,552
500

73,052
408
315
1
―

1,956
294
150
421
2,229
22,118
12,526

77
106
190
1,714
1,683
356
481
806

10,191
13,019
4,003
73,052
18,745
21,338
12,144
3,480
4,289
694

12,358
73,052

信用リスクエクスポージャー期末残高エクスポージャー
区分

業種区分
期間区分

三月以上延滞
エクスポージャー債券

平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度

デリバティブ
取引

貸出金、コミットメント及びそ
の他のデリバティブ以外の
オフ・バランス取引

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行
向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。

５．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞ ÷8％
　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（注）1．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
4．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。40 41



（注）　自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産
等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」が平成25年3月8日に改正され、平成26年3月31日から改正
後の告示が適用されたことから、平成24年度においては旧告示に基づく開示、平成25年度においては新告示に基づく開示を行っております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　　（単位：百万円）

単体における事業年度の開示事項
2 0 1 4

（1）自己資本の構成に関する開示事項

776
―
―
―
―
376
1,151
437
―
―
―
―
―
―
―
―
―

2,742

―

76
―
―
―
―
76

2,819
127
―

―

―

―

△127
―

2,819

33,227
14

2,382
―
―

35,624
7.69%
7.91%

2,957
852
2,121
16
―
89
89
―

―

―

―

3,047

―

―

―

―
―
―

―

―
―
―
―
―
―

―

―

―

―

―

―

―

―

3,047

35,208

17

4

12
―
―
―

2,417

―
―

37,625

8.09%

4

―

4

12
―
―

―

―
―
―
―
―
―

―

―

―

―

―

―

―

（ 　 自 　 己 　 資 　 本 　 ）
出 資 金
 う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資
優 先 出 資 申 込 証 拠 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 準 備 金
特 別 積 立 金
繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ）
そ の 他
処 分 未 済 持 分
自 己 優 先 出 資
自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損 [ U 1 ] 
営 業 権 相 当 額
の れ ん 相 当 額
企業結合により計上される無形固定資産相当額
証券化取引により増加した自己資本に相当する額
基 本 的 項 目 （ Ａ ）
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の
45%に相当する額
一 般 貸 倒 引 当 金
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
 負 債 性 資 本 調 達 手 段
 期 限 付劣後債務及び期限付優先出資
補 完 的 項 目 不 算 入 額
補 完 的 項 目 （ Ｂ ）
自 己 資 本 総 額［（ Ａ ）＋（ Ｂ ）］（ Ｃ ）
他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額
 負債性資本調達手段及びこれに準ずるもの
 期 限 付劣後債務及び期限付優先出資
 並 び に こ れ ら に 準 ず る も の
非同時決済取引に係る控除額及び信用リスク削減手法として
用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係る控除額
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる
証券化エクスポージャー及び信用補完機能を持つI/Oス
トリップス（告示第247条を準用する場合を含む。）
控 除 項 目 不 算 入 額
控 除 項 目 計 （ Ｄ ）
自 己 資 本 額［（ Ｃ ）ー（ Ｄ ）］（ Ｅ ）
（ リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ）
資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス 項 目 ）
オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目
オペレーショナル・リスク相当額を8%で除して得た額
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額
オ ペ レー ショナ ル・リスク 相 当 額 調 整 額
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 計 （ Ｆ ）
単 体 T i e r 1 比 率 （ Ａ ／ Ｆ ）
単 体 自 己 資 本 比 率 （ Ｅ ／ Ｆ ）

コア資本に係る基礎項目　　（1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
 うち、出資金及び資本剰余金の額
 うち、利益剰余金の額
 うち、外部流出予定額（△）
 うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
 うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
 うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセント
に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　 （イ）
コア資本に係る調整項目　　（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るも
のを除く。）の額の合計額
 うち、のれんに係るものの額
 うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツ 
 に係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己
資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額
 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該
 当するものに関連するものの額
 うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
 固定資産に関連するものの額
 うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。） 
 に関連するものの額
特定項目に係る15パーセント基準超過額
 うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当 
 するものに関連するものの額
 うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
 固定資産に関連するものの額
 うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。） 
 に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）ー（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等　　（3）
信用リスク・アセットの額の合計額
 うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ 
 れる額の合計額
 うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・ 
 サービシング・ライツに係るものを除く。）
 うち、繰延税金資産
 うち、前払年金費用
 うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
 うち、上記以外に該当するものの額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで
除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

項　　　目
項　　　目

平成24年度
平成25年度 経過措置による

不算入額

（2）自己資本の充実度に関する事項

1,329
1,329

5
172
342
506
83
111
24
81
―
―

95
1,424

33,227
33,227
132
4,323
8,558
12,666
2,098
2,795
617
2,033
―
―

2,382
35,610

35,208
35,191
33

4,460
5,958
11,272
2,587
8,412
542
1,923
―
―
17

―

0
―

2,417
37,625

1,408
1,407
1

178
238
450
103
336
21
76
―
―
0

―

0
―
96

1,505

イ．信 用リスクア セット・所 要 自 己 資 本 の 額 合 計
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

（i） ソ ブ リ ン 向 け
（ii） 金 融 機 関 向 け
（iii） 法 人 等 向 け
（iv） 中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け
（v） 抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン
（vi） 不 動 産 取 得 等 事 業 向 け
（vii） 三 ヶ 月 以 上 延 滞 等
（viii） そ の 他

②証券化エクスポージャー
③複数の資産を裏付とする資産のうち、個々の資産の把握が困難な資産
④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係
　る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥CVAリスク相当額を8%で除して得た額
⑦中央清算機関関連エクスポージャー

ロ ．オ ペレーショナ ル・リスク
ハ ．単 体 総 所 要 自 己 資 本 額（ イ＋ロ ）

平成25年度平成24年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

（3）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　　イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高＜業種別及び残存期間別＞

国 内
国 外
地 区 別 合 計
製 造 業
農 　 　 業 、林 　 　 業
漁 業
鉱業、砕石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運　輸　業、郵　便　業
卸　売　業、小　売　業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援
医 療 、 福 祉
そ の 他 サ ー ビ ス
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 以 下
３ 年 超 ５ 年 以 下
５ 年 超 ７ 年 以 下
７ 年 超 １ ０ 年 以 下
１ ０ 年 超
期 間 の 定 め の な い も の
残 存 期 間 別 合 計

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

886
―
886
―
11
―
―
142
―
―
―
69
48
224
―
1
5
29
―
―
5
6
―
346
―
886

995
―
995
―
13
―
―
148
―
―
―
68
48
234
―
1
5
23
―
―
19
13
―
423
―
995

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

8,800
―

8,800
―
―
―
―
―
200
―
―
―

6,599
―
―
―
―
―
―
―
―
―

2,000
―
―

8,800
1,521
4,333
1,336
1,186
321
100
―

8,800

9,066
500
9,566
―
―
―
―
―
289
―
―
―

6,699
―
―
―
―
―
―
―
―
―

2,576
―
―

9,566
323
4,092
3,028
510
1,010
600
―

9,566

48,125
―

48,125
385
454
1
―

1,916
0

104
456
2,294
859

17,259
65
108
232
1,618
1,648
336
252
748
7,735
11,480
164

48,125
14,462
13,730
10,344
4,329
1,581
112
3,567
48,125

44,952
―

44,952
344
315
1
―

1,956
0

130
421
2,229
901

12,526
77
106
190
1,714
1,683
356
481
806
7,523
13,019
164

44,952
14,422
12,106
8,252
2,970
3,279
94

3,829
44,952

76,386
―

76,386
411
454
1
―

1,916
205
124
456
2,294
23,164
17,259
65
108
232
1,618
1,648
336
252
748
9,939
11,480
3,667
76,386
21,173
22,023
13,538
5,515
1,902
212

12,019
76,386

72,552
500

73,052
408
315
1
―

1,956
294
150
421
2,229
22,118
12,526

77
106
190
1,714
1,683
356
481
806

10,191
13,019
4,003
73,052
18,745
21,338
12,144
3,480
4,289
694

12,358
73,052

信用リスクエクスポージャー期末残高エクスポージャー
区分

業種区分
期間区分

三月以上延滞
エクスポージャー債券

平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度

デリバティブ
取引

貸出金、コミットメント及びそ
の他のデリバティブ以外の
オフ・バランス取引

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行
向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。

５．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞ ÷8％
　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（注）1．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
4．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。40 41



（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）1．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスクウェイトに区分
しています。

（注）1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）1．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（単位：百万円）

（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

2 0 1 4

（5）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　　当金庫は、派生商品取引及び長期決済期間取引は行っておりません。

（6）証券化エクスポージャーに関する事項
　　当金庫は、証券化取引を行っておりません。

（7）出資等エクスポージャーに関する事項
　　イ.出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

金利リスク量

運 用 勘 定

区 　 分 区 　 分

調 達 勘 定

貸 出 金
有 価 証 券 等
預 け 金
コ ー ル ロ ー ン 等
そ の 他
運 用 勘 定 合 計

銀 行 勘 定 の 金 利 リ ス ク

1,129
258
176
－
－

1,563

775

508
280
－
788

1,074
332
155
－
－

1,561

836

459
266
－
725

平成25年度平成24年度

金利リスク量

定 期 性 預 金
要 求 払 預 金
そ の 他
調 達 勘 定 合 計

平成25年度平成24年度

（8）金利リスクに関する事項

平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度

2
0
－
－
2
0

6
14
－
－
6
14

4
14
　－
　－
4
14

101
68
18
18
119
86

96
54
18
18
114
72

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

上 場 株 式

非 上 場 株 式 等

合 計

売買目的有価証券

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

評価差額
うち益 うち損

当期の損益に
含まれた評価差額

取得原価
（償却原価）

その他有価証券で時価のあるもの
区　　　　　分

　　ロ．子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等
　　　 当金庫は、子会社及び関連会社を有しておりません。

　　ハ.出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度

－
－

－
4

－
47出 資 等 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

4
－

株式等償却
売却益 売却損

売却額

―
―
―
―
0
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
0

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、砕石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、 学 習 支 援
医 療 、 福 祉
そ の 他 サ ー ビ ス
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
合 計

1
4
―
―
91
―
―
―
34
327
68
―
1
―
12
16
―
13
76
―
195
844

1
5
―
―
68
―
―
―
42
328
80
―
1
―
9
14
―
11
2
―
171
734

―
―
―
4
5
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
53
64

1
4
―
―
91
―
―
―
34
327
68
―
1
―
12
16
―
13
76
―
195
844

1
5
―
4
73
―
―
―
42
328
80
―
1
―
9
14
―
11
2
―
224
798

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
0
―
―
0
0

1
3
―
―
87
―
―
―
39
332
73
―
1
―
39
16
―
―
62
―
151
804

1
4
―
―
91
―
―
―
34
327
68
―
1
―
11
16
―
―
76
―
164
798

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
1
―
―
13
―
―
31
46

1
3
―
―
87
―
―
―
39
332
73
―
1
―
39
16
―
―
62
―
151
804

1
4
―
―
91
―
―
―
34
327
68
―
1
―
12
16
―
13
76
―
195
844

個別貸倒引当金

貸出金償却当期減少額
目的使用

平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度 平成25年度
その他

期末残高当期増加額期首残高

　　ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ― ―
平成25年度平成24年度

4,662 5,187
平成25年度平成24年度

592 545
平成25年度平成24年度

適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ信用リスク削減手法

ポートフォリオ

（4）信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー※１

０ ％

１０ ％

２０ ％

３５ ％

５０ ％

７５ ％

１００ ％

１５０ ％

２５０ ％

１ , ２５０ ％

そ の 他

合 　 　 計

―
―
―
91

2,631
―
100
―
―
―
―

11,619
3,058
22,455
6,910
302
8,294
20,734
185
―
―
―

76,386

―
―
100
―

1,978
―
89
―
―
―
―

11,772
3,028
21,794
6,007
366
8,250
19,439
221
―
―
―

73,052

平成25年度平成24年度

エクスポージャーの額
告示で定める

リスク・ウェイト区分（％）
格付有り 格付無し 格付有り 格付無し

　　ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

　　ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度

228
76
798
844

1,026
920

76
89
844
804
920
893

―
―
64
46
64
46

228
76
734
798
962
874

76
89
844
804
920
893

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

合 計

期首残高 当期増加額 期末残高
当期減少額

目的使用 その他

（注）1．銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有価証券、預金等）が、金利ショックにより発生す
るリスク量を見るものです。当金庫では、金利ショックを100ＢＰ（市場金利が上下に1％変動した時に受ける金利リスク量）として銀行勘定の金利リスクを算出しております。

2．要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される要求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留す
る預金をコア預金と定義し、当金庫では、普通預金等の額の５０％相当額を０～５年の期間に均等に振り分けて（平均２．５年）リスク量を算定しています。

3．銀行勘定の金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。
銀行勘定の金利リスク（775百万円）＝運用勘定の金利リスク量（1,563百万円）＋調達勘定の金利リスク量（ー788百万円）
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）1．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスクウェイトに区分
しています。

（注）1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）1．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（単位：百万円）

（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

2 0 1 4

（5）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　　当金庫は、派生商品取引及び長期決済期間取引は行っておりません。

（6）証券化エクスポージャーに関する事項
　　当金庫は、証券化取引を行っておりません。

（7）出資等エクスポージャーに関する事項
　　イ.出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

金利リスク量

運 用 勘 定

区 　 分 区 　 分

調 達 勘 定

貸 出 金
有 価 証 券 等
預 け 金
コ ー ル ロ ー ン 等
そ の 他
運 用 勘 定 合 計

銀 行 勘 定 の 金 利 リ ス ク

1,129
258
176
－
－

1,563

775

508
280
－
788

1,074
332
155
－
－

1,561

836

459
266
－
725

平成25年度平成24年度

金利リスク量

定 期 性 預 金
要 求 払 預 金
そ の 他
調 達 勘 定 合 計

平成25年度平成24年度

（8）金利リスクに関する事項

平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度
平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度

2
0
－
－
2
0

6
14
－
－
6
14

4
14
　－
　－
4
14

101
68
18
18
119
86

96
54
18
18
114
72

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

上 場 株 式

非 上 場 株 式 等

合 計

売買目的有価証券

貸借対照表
計上額

貸借対照表
計上額

評価差額
うち益 うち損

当期の損益に
含まれた評価差額

取得原価
（償却原価）

その他有価証券で時価のあるもの
区　　　　　分

　　ロ．子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等
　　　 当金庫は、子会社及び関連会社を有しておりません。

　　ハ.出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

平 成 2 4 年 度
平 成 2 5 年 度

－
－

－
4

－
47出 資 等 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

4
－

株式等償却
売却益 売却損

売却額

―
―
―
―
0
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
0

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、砕石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
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ポートフォリオ
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―
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―
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―
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（注）1．銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有価証券、預金等）が、金利ショックにより発生す
るリスク量を見るものです。当金庫では、金利ショックを100ＢＰ（市場金利が上下に1％変動した時に受ける金利リスク量）として銀行勘定の金利リスクを算出しております。

2．要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される要求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留す
る預金をコア預金と定義し、当金庫では、普通預金等の額の５０％相当額を０～５年の期間に均等に振り分けて（平均２．５年）リスク量を算定しています。

3．銀行勘定の金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。
銀行勘定の金利リスク（775百万円）＝運用勘定の金利リスク量（1,563百万円）＋調達勘定の金利リスク量（ー788百万円）
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信金中金グループ

（株）しんきん
信託銀行

（株）しんきん
信託銀行

■  信託・銀行業務
　　金銭債権の信託
　　ファンド・トラスト
　　投資信託
　　有価証券の信託

■  資本金100億円
　（100％出資）

信金インター
ナショナル（株）
信金インター
ナショナル（株）
■  証券業務
　　ユーロ市場に
　　おける債券の
　　売買業務、
　　仲介業務、
　　引受業務

■  資本金30百万£
　（100％出資）

ロンドンの証券
現地法人

しんきん
証券（株）
しんきん
証券（株）

■  証券業務
　　有価証券の
　　売買業務、
　　仲介業務、
　　引受業務

■  資本金200億円
　（100％出資）

しんきんアセット
マネジメント投信（株）
しんきんアセット
マネジメント投信（株）
■  投資顧問業務

■  投資信託業務

■  資本金2億円
　（100％出資）

信金
キャピタル（株）
■  ベンチャー
   キャピタル業務

■  M＆A仲介業務

■  資本金490百万円
   （100％出資）

信金
ギャランティ（株）
信金

ギャランティ（株）
■  消費者信用保証
　業務

　個人向け無担保
　ローンの保証業務

■  資本金10億円 
　（100％出資）
※0.8％は子会社に
　よる間接所有

（株）しんきん情報
システムセンター
（株）しんきん情報
システムセンター
■  内国為替サービ
　スやＣＤ／ＡＴＭ
　サ－ビス等の信
　用金庫業界のネッ
　トワークシステム
　の開発・運用

■  信用金庫業務に
　かかる各種の業
　務処理システム
　の開発・運用

■  資本金45億円
　（50.7％出資)

信金中金
ビジネス（株）
信金中金
ビジネス（株）
■  信金中金から
　各種の事務処
　理を受託

■  資本金70百万円
　（100％出資）

信金
キャピタル（株）

個別金融機関としての役割

■信用金庫の業務機能の補完
　【信用金庫業界のネットワークを活用した業務】
　 ・信用金庫が主催するビジネスフェアへの大手バイヤー企
　   業の招聘、カタログによる販路拡大支援
　【信用金庫の地域金融・中小企業金融等のサポート】
　 ・中小企業経営改善支援、地域活性化支援、海外業務支援
　【信用金庫の市場関連業務のサポート】
　  ・デリバティブ取引、外国為替・外貨資金取引、有価証券取引、
　　 投信窓販業務の支援
　【信用金庫の決済業務のサポート】
　    ・資金決済業務、国債振替決済業務、一般債・短期社債振
　　替決済業務
■信用金庫業界の信用力の維持・向上
　 ・信用金庫業界のセーフティネットの運営（信用金庫経営力強化制度、信用金庫相互援助資金制度）

■総合的な金融サービスを提供する金融機関
　・預貸金業務・為替業務、金融債の発行業務
　・公共債の引受け、私募債の取扱い
　・子会社を通じた、個人ローンの保証、信託、証券、投資顧問・投資信託、ベンチャーキャピタル、Ｍ＆Ａ仲介業務
■わが国有数の機関投資家
　・30兆円にのぼる運用資産
■地域社会に貢献する金融機関
　・地方公共団体、地元企業およびＰＦＩ事業等への直接貸出

信用金庫の中央金融機関としての役割

　 信金中央金庫は、全国の信用金庫を会員とする信用金庫の「中央金融機関」です。昭和２５年に設立され、平成１２年には
優先出資を東京証券取引所に上場しています。
　 信金中央金庫は、「信用金庫の中央金融機関としての役割」と「個別金融機関としての役割」を併せ持ち、信用金庫業界の
発展のため、さまざまな金融業務を展開しています。　

信用金庫信用金庫信用金庫 信金中金信金中金信金中金
●預金残高・・・・・・・・・・・・・・128兆円
●巨大なネットワーク
  ・・・・・・・・全国267金庫、7，446店舗
●Face to Faceの事業展開
  ・・・・・・・・・・・・・役職員数11万2千人
●多数の出資者・・・・・・・・・・928万人

（上記計数は平成26年3月末現在）

●総資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30兆円
●高い連結自己資本比率（新国内基準）・・・37．86％
●低い不良債権比率
　（＝リスク管理債権/貸出金）・・・・・・・0．63％
●外部格付・・・・・・・・・AA（格付機関JCR）

（上記計数は平成26年3月末現在）

地域経済のパートナー 信用金庫のセントラルバンク

＋

（平成26年3月末現在）

信用金庫経営力強化制度

経営分析制度

経営相談制度

資本増強制度

信

用

金

庫

信
金
中
央
金
庫

信金中央金庫と信用金庫の関係
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